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第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

 

事 業 者 の 名 称：株式会社ウエストエネルギーソリューション 

代 表 者 の 氏 名：代表取締役社長 江頭 栄一郎 

主たる事務所の所在地：広島県広島市西区楠木町一丁目15番24号 
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第２章 対象事業の目的及び内容 

2.1 対象事業の目的 

風力や太陽光などの再生可能エネルギーは、資源枯渇のおそれがなく、発電時に地球温

暖化の原因となる二酸化炭素を排出しないなど優れたエネルギーであり、平成30年7月に

閣議決定された「第5次エネルギー基本計画」の中では「有望かつ多様で重要な低炭素の

国産エネルギー源」とされ、導入が推進されている。 

本事業は、既設の風力発電所である長崎鹿町ウィンドファームの撤去後に新たに風力

発電所を建設し、得られたクリーンエネルギーを供給することでエネルギーの自給率向

上や地球温暖化対策へ貢献することを目的としている。 

本事業の実施に当たっては、既設風力発電所の跡地を最大限活用することにより改変

エリアを最小化するなど、周辺環境との調和に努め、環境への影響を可能な限り低減する

こととしている。 

なお、本事業は「固定価格買取制度におけるリプレースの認定の考え方（風力、地熱、

水力）」（平成29年5月更新、資源エネルギー庁）に基づき、新設事業として扱われる事業

である。 

 

2.2 対象事業の内容 

2.2.1 特定対象事業の名称 

(仮称)佐世保市鹿町町風力発電所設置計画 

 

2.2.2 特定対象事業により設置される発電所の原動力の種類 

風力(陸上)  

 

2.2.3 特定対象事業により設置される発電所の出力 

総出力：33,600kW 

定格出力3,000～4,000kW級の風力発電機を8～11基程度設置し、総出力が33,600kWを超え

ないよう制御する。 

 

2.2.4 対象事業実施区域 

対象事業実施区域：長崎県佐世保市及び北松浦郡佐々町 

対象事業実施区域の面積：約311ha 

対象事業実施区域の位置及びその周囲の状況は、第2.2-1～3図のとおりである。 

 

2.2.5 特定対象事業により設置される発電所の設備の配置計画の概要 

第2.2-2～3図に示す位置に風力発電機8～11基程度を設置する計画であり、風力発電機

の配置については、今後の環境影響評価の結果、関係機関との協議等を踏まえるものとす

る。 

風力発電機の配置については、以下の基本方針に基づき、検討を行う。 
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・台地上の平坦な場所を中心に、風力発電機を配置する。 

・既設風力発電機及びその附帯設備並びに既存道路を可能な限り有効活用できる配置

とする。 

・風力発電機稼働時における騒音による生活環境への影響を極力回避できるよう努め

る。 

・風力発電機間の間隔は、風況解析の結果に基づき、ウェイク（風車後流）に伴う乱

流による影響を可能な限り回避した配置とする。 

・「森林法」（ 昭和 26 年法律第 249 号）に基づく保安林に風力発電機は配置しない。 

・世界文化遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産への景観に

関する影響を避ける配置とする。 
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凡 例 1:200,000 

  
 

 

第 2.2-1 図 対象事業実施区域の位置及びその周囲の状況（広域図） 
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凡 例 1:50,000 

 

 

 

 

第 2.2-2 図 対象事業実施区域の位置及びその周囲の状況（周辺図） 
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凡 例 1:50,000 

 

 

 

 

第 2.2-3 図 対象事業実施区域の位置及びその周囲の状況（衛星写真） 
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2.2.6 特定対象事業の内容に関する事項であって、その変更により環境影響が変化するこ

ととなるもの 

（１）主要機器等に関する事項 

① 風力発電機 

風力発電機の概要は第2.2-1表、風力発電機の概略図は第2.2-4図のとおりである。 

 

第 2.2-1 表 風力発電機の概要 

事業名 
(仮称)佐世保市鹿町町風力発電所 

設置計画（本事業） 

参考：既設風力発電所 

長崎鹿町ウィンドファーム(撤去予定) 

定 格 出 力 3,000～4,000kW級 1,000kW 

基 数 8～11基程度 15基 

ブ レ ー ド 枚 数 3枚 3枚 

ロ ー タ 直 径  80～120ｍ程度 61.4ｍ 

ハ ブ 高 さ  70～ 90ｍ程度 68ｍ 

高 さ 110～150ｍ程度 98.7ｍ 

注：本事業の風力発電発電機は、導入を検討している主要機器等の諸元の範囲を示す。今後詳細検討により諸元を確

定する。 

 

 
 

第 2.2-4 図 風力発電機の概略図 
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② 風力発電機の基礎 

風力発電機の基礎は、今後の地質調査等の結果を基に検討する。基礎構造の例は、第

2.2-5図に示すとおりである。 

 

※地質調査結果によって、直接基礎あるいは杭基礎（杭基礎の場合は杭の深さ）の何れかを採用する。 

第 2.2-5 図 風力発電機の基礎構造の例 

 

（２）変電設備及び送電線 

風力発電機で発電した電力は、対象事業実施区域の北東4kmに位置する九州電力送配

電株式会社の送電線に連系する計画である。連系点の近傍に連系用変電所を設置し、風

力発電機と変電設備を結ぶ送電線は、架空線を中心に計画しており、ルートも含めて現

在検討中である。 

 

（３）工事に関する事項 

① 工事概要 

対象事業実施区域における主要な工事は、以下のとおりである。 

 

準備工事：工事用・管理用道路工事、用地造成工事 

基礎工事：基礎工事 

据付工事：風力発電機据付工事 

電気工事：送電線工事 
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工事用・管理用道路及び用地については、既設風力発電所（長崎鹿町ウィンドファー

ム）のものを最大限活用することにより、土地の改変範囲を最小限に留める。 

なお、海域におけるしゅんせつ及び港湾工事並びに陸上のため池の改変は行わない。 

 

② 工事工程 

工事工程の概要は、第2.2-2表のとおりである。 

なお、既設風力発電所撤去工事は、当社が実施するものではないが、対象事業実施区

域において本事業の工事に先立ち実施されることから、参考として記載する。 

 

第 2.2-2 表 工事工程 

 

 

③ 交通に関する事項 

イ．工事用資材等の搬出入車両及び通勤車両 

大型資材を除く工事用資材等の搬出入車両及び工事中における通勤車両は、主に県道

18号及び139号を使用する計画である（第2.2-6図）。 

 

ロ．大型資材の搬入 

ナセル、タワー、ブレード等の大型資材については、船舶にて江迎港隣接地又は鹿町

漁港まで海上輸送し、陸揚げ後、大型トレーラーにて対象事業実施区域まで輸送する計

画であり、県道18号及び佐世保市道を使用する計画である（第2.2-7図）。 
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凡 例 1:60,000 

 

 

 
出典：「長崎県の道路 2017」（長崎県、平成 29 年） 

第 2.2-6 図 工事用資材等の搬出入に係る主要な輸送経路 
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凡 例 1:50,000 

 
 

 
 

 

注：大型資材の陸揚げ場所は、江迎港隣接地又は鹿町

漁港（図中の○で示す箇所）のいずれかを予定して

いる。 

 

 

第 2.2-7 図 大型資材の搬入経路 



12 

（４）その他 

① 工事中の排水に関する事項 

工事中は、コンクリート養生や粉じん防止のために散水する程度であり、河川及びた

め池に影響を与える排水は行わない。降雨時の排水については、造成地の排水は沈砂池

に集積し、コルゲート管等を通して上澄み水を排水し、ふとん籠等でちらして流末処理

とする。沈砂池及びふとん籠の構造例は、第2.2-8図に示すとおりである。 

工事現場事務所で発生する排水については、生活排水は雑排水処理設備、し尿は汲み

取りにより適切に処理する計画である。 

 

② 土地利用に関する事項 

対象事業実施区域の一部は「森林法」（昭和26年法律第249号）に基づく保安林に指定

されているが、詳細設計において、改変を避ける計画とする予定である。 

 

③ 緑化 

造成工事により生じた切盛法面は必要に応じて、また、許認可に基づき散布吹付け工

などによる早期緑化を行う予定である。 

 

④ 廃棄物 

工事中に発生する廃棄物は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成

12年法律第104号）に基づいて極力再資源化に努めるほか、「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」（昭和45年法律第137号）に基づいて有効利用及び適切に処理する計画である。 

 

⑤ 残土 

造成等の施工に伴い発生する土砂は、埋め戻し、盛土等に利用するため、残土は発生

しない。 
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第 2.2-8 図 沈砂池及びふとん籠の構造例 

 

⑥ 対象事業実施区域及びその周辺の風力発電事業 

対象事業実施区域及びその周辺には、令和2年12月時点で明らかになっている風力発

電事業として、第2.2-3表及び第2.2-9図に示す2事業がある。 

 

第 2.2-3 表 対象事業実施区域及びその周辺における風力発電事業 

事業名 事業者名 発電所出力 備考 

長崎鹿町ウィンドファーム 長崎鹿町風力発電株式会社 
15,000kW 

(1,000kW×15 基) 

稼働中（撤去予定） 

運転開始：平成 17 年

鷲尾岳風力発電所 鷲尾岳風力発電株式会社 
12,000kW 

(2,000kW×6 基) 

稼働中 

運転開始：平成 23 年

「日本における風力発電設備・導入実績」(国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構、2018

年 6 月更新)より作成 
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凡 例 1:50,000 

  

出典：「日本における風力発電設備・導入実績」(国立

研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合

開発機構、2018 年 6 月更新) 

第 2.2-9 図 対象事業実施区域及びその周辺における風力発電事業
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第３章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 

対象事業実施区域及びその周囲における自然的状況及び社会的状況（以下「地域特性」

という。）について、環境要素の区分毎に事業の特性及び計画段階配慮事項の検討経緯を踏

まえて、「第４章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法」

の選定を行うに必要と認める範囲を対象に、入手可能な最新の文献その他の資料により情

報を把握した。主な調査地域は、対象事業実施区域が位置する佐世保市及び佐々町とし、

環境要素の区分毎に事業の特性を踏まえ、影響を受けるおそれがあると考えられる範囲を

勘案して設定した。 

対象事業実施区域及びその周囲における自然的状況の地域特性の概要は第3-1表、社会

的状況の地域特性の概要は第3-2表のとおりである。 

 

第3-1表(1) 自然的状況の地域特性の概要 

項 目 地域特性の概要 

気象、騒

音及び振

動の状況 

気象の状況 
・佐世保特別地域気象観測所の月別平均値をみると、年間平均気温は

17.3℃、最多風向は東南東（ ESE）、平均風速は 3.1m/s、降水量は
2,067.5mm、日照時間は1,916.3時間となっている。 

騒音の状況 

・対象事業実施区域の周辺14地点における平成30年度の環境騒音の測定
結果は、環境基準を達成している。 

・対象事業実施区域の周辺においては、道路交通騒音の測定は行われてい
ない。 

・佐世保市における騒音に係る平成30年度の苦情受理件数は21件であり、
苦情の内容は、産業用機械の作業音、工事・建設作業騒音等に対するも
のとなっている。 

・佐々町における騒音に係る平成30年度の苦情受理件数は、0件である。

振動の状況 

・対象事業実施区域の周辺においては、道路交通振動の測定は行われてい
ない。 

・佐世保市及び佐々町における振動に係る平成30年度の苦情受理件数は0
件である。 

水 象 及 び

水 質 の 状

況 

水象の状況 

・対象事業実施区域の周辺には、江迎川水系、小佐々川水系、佐々川水系
等の河川が存在する。 

・対象事業実施区域の周辺には、玄格溜池、船の村重ね（上）溜池、新船
ノ村溜池等のため池が分布する。 

水質の状況 

・対象事業実施区域の周辺4地点において生活環境項目に係る水質測定が
行われており、令和元年度の生物化学的酸素要求量（BOD）の測定結果
は、類型指定されている2地点で環境基準を達成している。 

・対象事業実施区域の周辺4地点において健康項目に係る水質測定が行わ
れており、平成30年度（1地点）及び令和元年度（3地点）の健康項目に
係る水質測定結果は、測定した全ての項目が環境基準を達成している。

・対象事業実施区域の周辺2地点における平成30年度の地下水水質測定結
果は、2地点とも測定した全ての項目が環境基準を達成している。 

・佐世保市における水質汚濁に係る平成30年度の苦情受理件数は25件で
あり、苦情の内容は、事業場、家庭からの排水等に対するものとなって
いる。 

・佐々町における水質に係る平成30年度の苦情受理件数は、0件である。

土壌及び地

盤の状況 

土壌の状況 

・対象事業実施区域の周辺2地点における平成30年度の土壌のダイオキシ
ン類の測定結果は、2地点とも環境基準を達成している。 

・佐世保市及び佐々町における土壌汚染に係る平成30年度の苦情受理件
数は0件である。 

・対象事業実施区域（道路拡幅の可能性がある箇所を除く）及びその周辺
は、主に褐色森林土壌（黄褐系）及び乾性褐色森林土壌（黄褐系）が分
布している。 

地盤の状況 

・対象事業実施区域及びその周辺においては、地盤沈下の状況は把握され
ていない。 

・佐世保市及び佐々町への聞き取りによると、地盤沈下に係る苦情受理件
数は0件である。 
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第3-1表(2) 自然的状況の地域特性の概要 

項 目 地域特性の概要 

地形及び地質

の状況 

地形の状況 
・対象事業実施区域（道路拡幅の可能性がある箇所を除く）の地形は、主

に岩石台地（上位）となっている。 

地質の状況 
・対象事業実施区域（道路拡幅の可能性がある箇所を除く）及びその周辺

は、主に玄武岩、砂岩・泥岩が分布している。 

重要な地形

及び地質 

・「日本の地形レッドデータブック第１集 新装版」によれば、対象事業
実施区域及びその周辺に、学術上の重要な地形、地質の記録は確認され
ていない。 

動植物の生息

又は生育、植

生及び生態系

の状況 

動物の生息

の状況 

・対象事業実施区域及びその周辺における動物相の状況について、既存資
料により、その概要を整理した結果、哺乳類33種、鳥類325種、爬虫類
16種、両生類14種、昆虫類899種、魚類66種、底生動物161種、合計1,514
種が確認されている。 

・既存資料に記載されている確認種等について、学術上又は希少性の観点
から、重要な種及び注目すべき生息地を選定した結果、哺乳類12種、鳥
類154種、爬虫類5種、両生類9種、昆虫類146種、魚類30種及び底生動物
78種が確認されている。注目すべき生息地は確認されていない。 

植物の生育

の状況 

・対象事業実施区域及びその周辺における植物相の状況について、既存資
料により、その概要を整理した結果、シダ植物169種及び種子植物1,501
種、合計1,670種が確認されている。 

・現存植生については、既存資料によれば、対象事業実施区域（道路拡幅
の可能性がある箇所を除く）及びその周辺の山地や丘陵地にヤブツバキ
クラス域代償植生のシイ・カシ二次林及び植林地、耕作地植生のスギ・
ヒノキ・サワラ植林が広く分布しており、水田、畑地、果樹園等も点在
する。 

・既存資料に記載されている確認種等について、学術上又は希少性の観点
から、重要な種及び重要な群落を選定した結果、シダ植物37種及び種子
植物305種が確認されている。重要な植物群落は確認されていない。 

生態系の状

況 

・対象事業実施区域（道路拡幅の可能性がある箇所を除く）及びその周辺
は、広葉樹林及び針葉樹林が多くみられ、一部に、草地、耕作地・竹林、
開放水域、市街地等が分布する。 

・これらの環境には、下位の消費者であるイシガケチョウ、サトキマダラヒカ
ゲ等の昆虫類、中位の消費者であるアカハライモリ、ニホンアカガエル等の
両生類、ヒヨドリ、メジロ、ヒバリ等の鳥類、アカネズミ、ヒメネズミ、ノ
ウサギ等の小型哺乳類、アオダイショウ、ニホンマムシ、シマヘビ等の爬虫
類、テン、ニホンアナグマ等の中型哺乳類、上位の消費者であるハヤブサ、
サシバ、キュウシュウフクロウ等の鳥類及びキツネが生息し、食物連鎖を形
成していると考えられる。また、対象事業実施区域及びその周辺には開放水
域であるため池が数か所分布している。開放水域では、下位の消費者である
ヒメガムシ、カゲロウ類等の昆虫類、中位の消費者であるミナミメダカ等の
魚類、タイコウチ、コオイムシ等の昆虫類、アカハライモリ、ニホンアカガ
エル等の両生類、マガモ等の鳥類、ナマズ、ドンコ等の魚類、上位の消費者
であるアオサギ、ミサゴ等の鳥類が生息し、食物連鎖を形成していると考え
られる。 

・対象事業実施区域には保安林及び佐世保市保全することが望ましい地
域が存在する。特定植物群落は存在しない。 

景観及び人と

自然との触れ

合いの活動の

場の状況 

景観の状況 

・対象事業実施区域の周辺における景観資源として、「冷水岳の岩壁」や
「九十九島」等が存在する。対象事業実施区域に景観資源はない。 

・対象事業実施区域の周辺における眺望点として、「長串山公園」や「古
川岳展望台」等が存在する。対象事業実施区域に眺望点はない。 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場

の状況 

・対象事業実施区域及びその周辺における人と自然との触れ合いの活動
の場として、「白岳自然公園」、「佐世保市鹿町海洋スポーツ基地」等が
存在する。 

一般環境中の放射性物質の

状況 

・対象事業実施区域の周辺1地点における平成27年度～令和元年度の放射
線量の年平均値は、各年とも0.040マイクロSv/hである。 
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第3-2表(1) 社会的状況の地域特性の概要 

項 目 地域特性の概要 

人 口 及 び

産 業 の 状

況 

人口の状況 

・過去5年間の人口の推移を見ると、佐世保市では平成28年から29年にかけ

てやや増加したが、その後減少傾向にあり、令和元年10月1日現在で

246,950人となっている。佐々町はわずかに増加傾向である。 

産業の状況 

・産業構造は、産業別就業者数でみると、佐世保市、佐々町ともに第三次産

業の占める割合が多い。 

・農業産出額は、佐世保市では果実が、佐々町では野菜が最も多くなって

いる。 

・林野面積を所有形態別でみると、佐世保市、佐々町ともに私有林が多い。

・年間商品販売額は佐世保市が6,916億円、佐々町が222億円となっている。

・年間製造品出荷額は、佐世保市が1,647億円となっており、佐々町は公表

されていない。 

土地利用の状況 

・土地利用状況は、佐世保市、佐々町ともに山林の割合が最も多く、次いで

田となっている。 

・対象事業実施区域の一部は農用地区域、地域森林計画対象民有林に指定

されている。 

河 川 及 び

た め 池 の

利 用 並 び

に 地 下 水

の 利 用 の

状況 

河 川 及 び た

め 池 の 利 用

状況 

・対象事業実施区域及びその周辺の河川は、嘉例川、鹿町川、樋口川、大加

勢川、つづら川、小佐々川及び佐々川が水道事業の水源として利用され

ている。また、ため池は、農業用水に利用されている。 

・対象事業実施区域及びその周辺の河川において、佐々川では内水面共同

漁業権が設定されている。 

地 下 水 の 利

用状況 

・地下水は、佐世保市、佐々町ともに水道事業の水源として利用されてい

る。 

交通の状況 
・対象事業実施区域の周辺には、国道204号、佐々鹿町江迎線（県道18号）、

佐世保鹿町線（県道139号）等がある。 

学校、病院その他の環境の

保全についての配慮が特

に必要な施設の配置の状

況及び住宅の配置の概況 

・対象事業実施区域及びその周辺における学校等、病院及び福祉施設は、

学校が17件、病院が12件、福祉施設等が10件あり、対象事業実施区域（道

路拡幅の可能性がある箇所を除く）から1kmの範囲には存在していない。

下水道の整備状況 
・佐世保市及び佐々町の平成30年度末の公共下水道普及率は、それぞれ

58.5％、91.5％となっている。 

廃 棄 物 の

状況 

一般廃棄物 
・佐世保市及び佐々町の平成30年度の一般廃棄物の総排出量は、それぞれ

89,566t、5,008tとなっている。 

産業廃棄物 ・長崎県における平成26年度の産業廃棄物の排出量は446.9万tである。 
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第3-2表(2) 社会的状況の地域特性の概要 

項 目 地域特性の概要 

環 境 の 保 全

を 目 的 と し

て 法 令 等 に

よ り 指 定 さ

れ た 地 域 そ

の 他 の 対 象

及 び 当 該 対

象 に 係 る 規

制 の 内 容 そ

の 他 の 環 境

の 保 全 に 関

す る 施 策 の

内容 

公
害
関
係
法
令
等 

環
境
基
準 

・「騒音に係る環境基準の地域類型の指定」によると、佐世保市、佐々町と

もに市街地を中心に地域の類型指定が行われている。 

・「水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定」によると、対象事業実施区

域の北東を流れる江迎川及び南東を流れる佐々川は、全域がA類型に指定

されている。 

規
制
基
準
等 

・佐世保市及び佐々町は、「騒音規制法」に基づく特定工場等における騒音

に係る規制基準及び特定建設作業における騒音に係る規制基準定められ

ており、規制地域の指定が行われているが、対象事業実施区域及びその

周辺は、いずれも規制区域に指定されていない。 

・佐世保市は、「振動規制法」に基づく特定工場等における振動に係る規制

基準及び特定建設作業における振動に係る規制基準が定められており、

規制地域の指定が行われているが、対象事業実施区域及びその周辺は、

いずれも規制区域に指定されていない。佐々町は、振動規制法に基づく

振動規制はない。 

・本事業では、「水質汚濁防止法」及び長崎県の「水質汚濁防止法第３条第

３項の規定に基づく排水基準を定める条例」の規制を受ける特定施設等

は設置しない。また、「長崎県未来につながる環境を守り育てる条例」で

規定される指定施設(大村湾流域に限る)には該当しない。 

・対象事業実施区域及びその周辺には、「土壌汚染対策法」に基づく区域の

指定はない。 

・対象事業実施区域及びその周辺には、「工業用水法」及び「建築物用地下

水の採取の規制に関する法律」による地下水採取に係る指定地域はない。

・産業廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「長

崎県産業廃棄物適正処理指導要綱」により、事業活動に伴って生じた廃

棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。 

そ
の
他
の
環
境
保
全
計
画
等 

・長崎県では、「長崎県環境基本条例」に基づいて平成28年に「第3次長崎

県環境基本計画」を策定している。環境基本計画では、「低炭素社会づく

り」、「人と自然が共生する地域づくり」、「循環型社会づくり」、「安

全･安心で快適な環境づくり」を基本目標とし、この計画を目指す環境像

を「海・山・人 未来につながる環境にやさしい長崎県」と定めている。

・佐世保市では、「佐世保市環境基本条例」に基づいて平成30年に「佐世保

市環境基本計画2018年度～2027年度」を策定している。環境基本計画は、

目指す環境像を掲げ、その実現に向けて、市民、事業者をはじめ関係団

体、市等の行政機関等が、それぞれ、または協働により、良好な環境の保

全等に関する施策を総合的、計画的かつ効率よく推進するための基本と

なる計画であり、本計画では、環境分野の個別計画との整合や関連する

他分野との連携を図りながら、望ましい環境像と実行する施策を位置づ

けている。 

・佐々町では、平成27年度に「第6次佐々町総合計画・後期基本計画」が策

定されている。この総合計画（基本構想）では、まちづくりのキーワード

を「定住」とし、町民が佐々町に“住んでよかった”、“これからも住み続

けたい”と思えるようなまちづくり、さらには町外の人が佐々町に“住ん

でみたい”と思えるようなまちづくりを、町民と一緒に進める、としてお

り、将来像を達成するために、まちづくりの基本目標が示されている。

自 然 関 係

法令等 

・対象事業実施区域及びその周辺における自然関係法令等による地域指定

等の状況は、第3-3表のとおりである。 
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第3-3表 自然関係法令等による地域指定等の状況 

注：松浦市は、環境影響評価の対象としている「景観」に関する事項のみを整理した。 

地域その他の対象 
指定状況（有：○、無：×） 

関係法令等 
佐世保市 佐々町 松浦市

対象事業
実施区域

自 

然 

保 

護 

自然公園 

国立公園 ○ × － × 
自然公園法 

国定公園 × × － × 

県立自然公園 ○ ○ － × 長崎県立自然公園条例 

自然環境 

保全地域 

原生自然環境保全地域 × × － × 
自然環境保全法 

自然環境保全地域 × × － × 

県自然環境保全地域 × × － × 
長崎県未来につながる環境を
守り育てる条例 

自然遺産 × × － × 
世界の文化遺産及び自然遺産
の保護に関する条約 

緑地 
緑地保全地域 × × － × 都市緑地法 

生産緑地地区 × × － × 生産緑地法 

動植物保

護 

生息地等保護区 × × － × 
絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律 

鳥獣保護区 ○ × － × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩
猟の適正化に関する法律 

特別保護地区 × × － × 

休猟区 ○ × － ○ 

特定猟具使用禁止区域 ○ × － ○ 

指定猟法禁止区域 × × － × 

国際的に重要な湿地に

係る登録簿に掲げられ

る湿地 

× × － × 
特に水鳥の生息地として国際
的に重要な湿地に関する条約

希少野生動植物種 ○ ○ － ○ 
長崎県未来につながる環境を
守り育てる条例 

文 

化 

財 

保 

護 

文化遺産 × × － × 
世界の文化遺産及び自然遺産
の保護に関する条約 

特別史跡・特

別名勝 
国指定 × × － × 

文化財保護法 

史跡・名勝 

国指定 ○ × － × 

県指定 × ○ － × 長崎県文化財保護条例 

市・町指定 ○ ○ － × 
佐世保市文化財保護条例 
佐々町文化財保護条例 

特別天然記念物 国指定 × × － × 
文化財保護法 

天然記念物 

国指定 × × － × 

県指定 × × － × 長崎県文化財保護条例 

市・町指定 ○ × － × 
佐世保市文化財保護条例 
佐々町文化財保護条例 

景 

観 

保 

全 

景観計画区域 ○ ○ ○ ○ 
景観法 

景観地区 × × × × 

風致地区 × × × × 都市計画法 

重要伝統的建造物群保存地区 × × × × 
文化財保護法 

重要文化的景観 × × × × 

国 

土 

防 

災 

保安林 ○ ○ － ○ 森林法 

砂防指定地 ○ ○ － × 砂防法 

急傾斜地崩壊危険区域 ○ × － × 
急傾斜地の崩壊による災害の
防止に関する法律 

地すべり防止区域 ○ × － × 地すべり等防止法 

山地災害危険地区 ○ ○ － ○ 
林野庁の山地災害危険地区調
査要領による 

土砂災害危険箇所 ○ ○ － ○ 長崎県公表 
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第４章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 

4.1 環境影響評価の項目の選定 

4.1.1 環境影響評価の項目 

本事業に係る環境影響評価の項目は、「発電所アセス省令」第21条に基づき、同条第1項

第6号に定める「風力発電所（別表第6）備考第2号」に掲げる一般的な事業の内容と本事業

の内容との相違を、第4.1-1表のとおり整理して把握した上で、別表第6においてその影響

を受けるおそれがあるとされる環境要素に係る項目（以下「参考項目」という。）を勘案

しつつ、本事業の事業特性及び地域特性を踏まえ、第4.1-2表のとおり選定した。また、環

境影響評価の項目の選定に当たっては、発電所アセス省令等について解説された「改訂・

発電所に係る環境影響評価の手引」（経済産業省、令和2年）（以下「発電所アセスの手引」

という。）を参考にした。 

なお、放射性物質に係る環境影響評価については、対象事業実施区域及びその周辺は、

「原子力災害対策特別措置法」第20条第2項に基づく原子力災害対策本部長指示による避

難の指示が出されている区域（避難指示区域）ではなく、本事業の実施により放射性物質

が相当程度拡散及び流出するおそれがないことから、「発電所アセス省令」第26条の2の規

定に係る参考項目として扱わないこととした。 

 

（１）本事業の主な事業特性 

① 工事の実施に関する内容 

・工事用資材等の搬出入として、工作物等の建築工事に必要な資材の搬出入、工事関係

者の通勤、伐採樹木、廃材の搬出を行う。 

・建設機械の稼働として、工作物等の設置工事を行う。 

・造成等の施工として、樹木の伐採等、掘削、地盤改良、盛土等による敷地、工事用・

管理用道路の造成及び整地を行う。 

・工事用・管理用道路は、既存の道路を活用することにより、土地の改変範囲を極力最

小限にとどめる。 

・工事中は、コンクリート養生や粉じん防止のために散水する程度であり、河川及びた

め池に影響を与える排水は行わない。 

・造成等の施工に伴い発生する土砂は、埋め戻し、盛土等に利用するため、残土は発生

しない。 

 

② 土地又は工作物の存在及び供用に関する内容 

・地形改変及び施設の存在として、地形改変等を実施し、建設された風力発電所を有す

る。 

・施設の稼働として、風力発電所の運転を行う。 
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（２）主な地域特性 

① 大気環境 

・対象事業実施区域及びその周辺における環境騒音の測定結果は、佐世保市の14地点で

行われており、平成30年度の測定結果は、全ての地点で環境基準を達成している。 

・対象事業実施区域及びその周辺においては、道路交通騒音の測定は行われていない。 

・対象事業実施区域が位置する佐世保市及び佐々町では、市街地を中心に騒音に係る環

境基準の地域の類型指定が行われている。対象事業実施区域においては環境基準の地

域の類型指定はない。 

・工事用資材等の搬出入を計画している主要な輸送経路である県道18号、県道139号の沿

道には、民家等が存在する。 

 

② 水環境 

・対象事業実施区域周辺を流れる江迎川及び佐々川は、生活環境の保全に関する環境基

準（河川（湖沼を除く））のA類型に指定されており、生活環境項目のうち水質汚濁の

代表的な指標である生物化学的酸素要求量(BOD)の平成30年度の測定結果は、環境基

準を達成している。また、健康項目については、江迎川(令和元年度)及び佐々川(平成

30年度)の測定結果は、測定した全ての項目が環境基準を達成している。 

・対象事業実施区域周辺を流れる鹿町川、葛籠川は、生活環境の保全に関する環境基準

の類型指定は行われていないが、生活環境項目の測定が行われている。また、健康項

目の平成30年度の測定結果は、測定した全ての項目が環境基準を達成している。 

・対象事業実施区域周辺には、玄格溜池、船ノ村重ね（上）溜池、新船ノ村溜池等の複

数のため池が分布するが、生活環境の保全に関する環境基準の類型指定は行われてお

らず、生活環境項目の測定も行われていない。 

・対象事業実施区域周辺2地点における平成30年度の地下水水質測定結果（健康項目）は、

2地点とも測定した全ての項目で環境基準を達成している。 

 

③ 土壌及び地盤 

・対象事業実施区域及びその周辺において、土壌のダイオキシン類の測定は行われてい

ない。 

・対象事業実施区域及びその周辺において、平成30年度末現在、地盤沈下の状況は把握

されていない。 

 

④ 地形及び地質 

・対象事業実施区域及びその周辺には、学術上の重要な地形、地質の記録は確認されて

いない。 

 

⑤ 動物、植物、生態系 

・対象事業実施区域及びその周辺である佐世保市及び佐々町の範囲で、既存資料により
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コキクガシラコウモリ、ウズラ、ニホンイシガメ、カスミサンショウウオ、アオイト

トンボ、ニホンウナギ等の動物の重要な種の生息及びシナミズニラ、ジュンサイ等の

植物の重要な種の生育が確認されている。 

・対象事業実施区域及びその周辺はスギ・ヒノキ植林や広葉樹林が多くみられ、一部に、

チガヤ－ススキ群落、水田、畑地、果樹園等も点在する。また、太陽光発電施設及び

造成地等の無植生地も広く分布する。 

 

⑥ 景観、人と自然との触れ合いの活動の場 

・対象事業実施区域には、眺望点、景観資源及び人と自然との触れ合いの活動の場は存

在しない。 

・対象事業実施区域の周辺における景観資源は、冷水岳の岩壁、九十九島等が存在する。 

・対象事業実施区域の周辺における人と自然との触れ合いの活動の場は、白岳自然公園、

佐世保市鹿町海洋スポーツ基地等が存在する。 
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第4.1-1表 一般的な事業の内容と本事業の内容との比較 

影響要因の区分 一般的な事業の内容 本事業の内容 比較の結果 

イ 

工
事
の
実
施
に
関
す
る
内
容 

工事用資材

等の搬出入 

工事用資材等の搬出入とし

て、建築物、工作物等の建築

工事に必要な資材の搬出入、

工事関係者の通勤、残土、伐

採樹木、廃材の搬出を行う。

工事用資材等の搬出入とし

て、工作物等の建築工事に必

要な資材の搬出入、工事関係

者の通勤、伐採樹木、廃材の

搬出を行う。 

工事に伴い発生する土砂は、

埋め戻し、盛土等に利用す

る。 

建 築 物 の 工 事 は な

い。また、工事に伴い

発生する土砂は、埋

め戻し、盛土等に利

用するため、残土は

発生しない。 

その他は、一般的な

事業の内容と同様で

ある。 

建設機械の

稼働 

建設機械の稼働として、建築

物、工作物等の設置工事（既

設工作物の撤去又は廃棄を

含む。）を行う。 

なお、海域に設置される場合

は、しゅんせつ工事を含む。

建設機械の稼働として、工作

物等の設置工事を行う。 

なお、海域には設置しない。 

建 築 物 の 工 事 は な

い。その他は、陸域に

設置する場合の一般

的な事業の内容と同

様である。 

造成等の施

工による一

時的な影響 

造成等の施工として、樹木の

伐採等、掘削、地盤改良、盛

土等による敷地、搬入道路の

造成、整地を行う。 

なお、海域に設置される場合

は、海底の掘削等を含む。 

造成等の施工として、樹木の

伐採等、掘削、地盤改良、盛

土等による敷地、工事用・管

理用道路の造成、整地を行

う。 

なお、海域には設置しない。 

陸域に設置する場合

の一般的な事業の内

容と同様である。 

ロ 

地形改変及

び施設の存

在 

地形改変及び施設の存在と

して、地形改変等を実施し建

設された風力発電所を有す

る。 

なお、海域に設置される場合

は、海域における地形改変等

を伴う。 

地形改変及び施設の存在と

して、地形改変等を実施し建

設された風力発電所を有す

る。 

なお、海域には設置しない。 

陸域に設置する場合

の一般的な事業の内

容と同様である。 
土
地
又
は
工
作
物
の
存
在
及
び 

供
用
に
関
す
る
事
項 

施設の稼働 施設の稼働として、風力発電

所の運転を行う。 

施設の稼働として、風力発電

所の運転を行う。 

一般的な事業の内容

と同様である。 
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第4.1-2表 環境影響評価項目の選定 

 

 

影響要因の区分 

 

 

 

 

 

 

 

環境要素の区分 

 

 

工事の実施 

土地又は 

工作物の 

存在及び 

供用 

工
事
用
資
材
等
の 

搬
出
入 

建
設
機
械
の
稼
働 

造
成
等
の
施
工
に 

よ
る
一
時
的
な
影
響 

地
形
改
変
及
び 

施
設
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

環境の自然的構成

要素の良好な状態

の保持を旨として

調査、予測及び評

価されるべき環境

要素 

大気環境 
騒音 騒音 ○ ○   ○ 

振動 振動 ○     

水環境 
水質 水の濁り   ○   

底質 有害物質      

その他の環

境 

地形及び地質 重要な地形及び地質      

その他 風車の影     ○ 

生物の多様性の確

保及び自然環境の

体系的保全を旨と

して調査、予測及

び評価されるべき

環境要素 

動物 

重要な種及び注目す

べき生息地（海域に

生息するものを除

く） 

  ○ ○ ○ 

海域に生息する動物      

植物 

重要な種及び重要な

群落（海域に生育す

るものを除く） 

  ○ ○  

海域に生育する植物      

生態系 
地域を特徴づける 

生態系 
  ○ ○ ○ 

人と自然との豊か

な触れ合いの確保

を旨として調査、

予測及び評価され

るべき項目 

景観 

主要な眺望点及び景

観資源並びに主要な

眺望景観 

   ○  

人と自然との触れ合いの活

動の場 

主要な人と自然との

触れ合いの活動の場 
○     

環境への負荷の量

の程度により予測

及び評価されるべ

き環境要素 

廃棄物等 

産業廃棄物   ○   

残土      

注：1．網掛けは、「発電所アセス省令」第21条第１項第6号に定める「風力発電所別表第6」に示す参考項目を示す。 

2．「○」は、環境影響評価項目として選定した項目を示す。 

 

4.1.2 環境影響評価項目の選定、非選定の理由 

環境影響評価の項目として選定する理由又は選定しないは、第4.1-3表のとおりである。 
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第4.1-3表(1) 環境影響評価の項目として選定する理由又は選定しない理由 

項 目 環境影響評価項目として選定する理由 

又は選定しない理由 環境要素の区分 影響要因の区分 

大気環境 騒音 騒音 工事用資材等の

搬出入 ○

工事用資材等の搬出入を計画している輸送

経路沿いに民家等が存在することから、評価項

目として選定する。 

建設機械の稼働 
○

対象事業実施区域及びその周辺に民家等が

存在することから、評価項目として選定する。

施設の稼働 
○

対象事業実施区域及びその周辺に民家等が

存在することから、評価項目として選定する。

振動 振動 工事用資材等の

搬出入 ○

工事用資材等の搬出入を計画している輸送

経路沿いに民家等が存在することから、評価項

目として選定する。 

水環境 
 

水質 水の濁り 建設機械の稼働 
×

1

号

海域におけるしゅんせつ及び港湾工事並び

に河川及びため池の改変は行わず、水底の底質

の撹乱による水の濁りの発生は想定されない

ことから、評価項目として選定しない。 

造成等の施工に

よる一時的な影

響 

○

降雨時の水の濁りが予想され、対象事業実施

区域の周辺に河川及びため池が存在すること

から、評価項目として選定する。 

底質 有害物質 建設機械の稼働 
×

1

号

海域におけるしゅんせつ及び港湾工事は行

わず、水底の底質の撹乱による有害物質の発生

は想定されないことから、評価項目として選定

しない。 

その他 

の環境 

地形及 

び地質 

重要な地形 

及び地質 

地形改変及び施

設の存在 

×

2

号

対象事業実施区域及びその周辺には、学術上

の重要な地形及び地質が存在しないことか

ら、評価項目として選定しない。 

その他 風車の影 施設の稼働 

○

シャドーフリッカーの影響が及ぶ可能性があ

るとされる範囲に民家等が存在することか

ら、評価項目として選定する。 

動物 重要な種及

び 注 目 す

べ き 生 息

地(海域に

生 息 す る

も の を 除

く。) 

造成等の施工に

よる一時的な影

響 

○

重要な種及び注目すべき生息地が確認された

場合、造成等の施工による一時的な影響が想定

されることから、評価項目として選定する。 

地形改変及び施

設の存在 ○

重要な種及び注目すべき生息地が確認された

場合、地形改変及び施設の存在による影響が想

定されることから、評価項目として選定する。

施設の稼働 

○

重要な種及び注目すべき生息地が確認された

場合、施設の稼働によるバードストライク等が

想定されることから、評価項目として選定す

る。 

海域に生息

する動物 

造成等の施工に

よる一時的な影

響 

×

1

号

海域工事を行わないことから、評価項目とし

て選定しない。 

地形改変及び施

設の存在 
注：1．発電所アセス省令第21条第４項では、以下の第１号、第２号及び第３号のいずれかに該当すると認められる場

合は、必要に応じ参考項目を選定しないものとすると定められている。 

第1号：参考項目に関する環境影響がないか又は環境影響の程度が極めて小さいことが明らかである場合 

第2号：対象事業実施区域又はその周囲に参考項目に関する環境影響を受ける地域その他の対象が相当期

間存在しないことが明らかである場合 

第3号：特定対象事業特性及び特定対象地域特性の観点からの類似性が認められる類似の事例により影響

の程度が明らかな場合 

2．「○」は環境影響評価項目として選定する項目、「×」は選定しない項目を示す。環境影響評価項目として選

定しない場合は、選定しない理由を「1号」、「2号」及び「3号」で示した。 
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第4.1-3表(2) 環境影響評価の項目として選定する理由又は選定しない理由 

項 目 環境影響評価項目として選定する理由 

又は選定しない理由 環境要素の区分 影響要因の区分 

植物 重要な種及び重

要な群落(海域に

生育するものを

除く。) 

造 成 等 の 施 工 に

よ る 一 時 的 な 影

響 

○

重要な種及び重要な群落が確認された場合、

造成等の施工による一時的な影響が想定される

ことから、評価項目として選定する。 

地 形 改 変 及 び 施

設の存在 ○

重要な種及び重要な群落が確認された場合、

地形改変及び施設の存在による影響が想定され

ることから、評価項目として選定する。 

海域に生育する

植物 

造 成 等 の 施 工 に

よ る 一 時 的 な 影

響 

×

1

号

海域工事を行わないことから、評価項目とし

て選定しない。 

地 形 改 変 及 び 施

設の存在 

生態系 地域を特徴づけ

る生態系 

造 成 等 の 施 工 に

よ る 一 時 的 な 影

響 

○

樹木の伐採を計画しており、造成等の施工に

より、生態系に一時的な影響を及ぼす可能性が

あることから、評価項目として選定する。 

地 形 改 変 及 び 施

設の存在 ○

地形改変及び施設の存在により、生態系に影

響を及ぼす可能性があることから、評価項目と

して選定する。 

施設の稼働 
○

施設の稼働により、バードストライクが想定

されることから、評価項目として選定する。 

景観 主要な眺望点及

び景観資源並び

に主要な眺望景

観 

地 形 改 変 及 び 施

設の存在 
○

対象事業実施区域の周辺に眺望点が存在し、

地形改変及び施設の存在に伴い眺望景観の変化

が想定されることから、評価項目として選定す

る。 

人と自然との

触れ合いの活

動の場 

主要な人と自然

との触れ合いの

活動の場 

工 事 用 資 材 等 の

搬出入 

○

対象事業実施区域の周辺に人と自然との触れ

合いの活動の場が存在し、工事用資材等の搬出

入に伴う人と自然との触れ合いの活動の場のア

クセスルートへの影響が想定されることから、

評価項目として選定する。 

地 形 改 変 及 び 施

設の存在 

×

1

号

対象事業実施区域に人と自然との触れ合いの

活動の場が存在しないことから、評価項目とし

て選定しない。 

廃棄物等 産業廃棄物 造 成 等 の 施 工 に

よ る 一 時 的 な 影

響 

○

工事に伴い産業廃棄物が発生することから、

評価項目として選定する。 

残土 造 成 等 の 施 工 に

よ る 一 時 的 な 影

響 

×

1

号

造成等の施工に伴い発生する土砂は埋め戻

し、盛土等に利用し、残土は発生しないことか

ら、評価項目として選定しない。 
注：1．発電所アセス省令第21条第４項では、以下の第１号、第２号及び第３号のいずれかに該当すると認められる場

合は、必要に応じ参考項目を選定しないものとすると定められている。 

第1号：参考項目に関する環境影響がないか又は環境影響の程度が極めて小さいことが明らかである場合 

第2号：対象事業実施区域又はその周囲に参考項目に関する環境影響を受ける地域その他の対象が相当期

間存在しないことが明らかである場合 

第3号：特定対象事業特性及び特定対象地域特性の観点からの類似性が認められる類似の事例により影響

の程度が明らかな場合 

2．「○」は環境影響評価項目として選定する項目、「×」は選定しない項目を示す。環境影響評価項目として選

定しない場合は、選定しない理由を「1号」、「2号」及び「3号」で示した。 
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4.2 調査、予測及び評価の手法の選定 

4.2.1 調査、予測及び評価の手法 

環境影響評価の項目毎の調査、予測及び評価の手法は、第4.2-2～25表のとおりである。 

 

4.2.2 調査、予測及び評価の手法の選定の理由 

調査、予測及び評価の手法は、「発電所アセス省令」第23条に基づき、一般的な事業の

内容と本事業の内容との相違を把握した上で、同条第1項第6号に定める「風力発電所（別

表第12）」に掲げる「参考手法」を勘案しつつ、本事業の事業特性及び地域特性を踏まえ

て選定した。また、選定に当たっては、「発電所アセス省令」第24～26条の規定に留意す

るとともに、発電所アセス省令等について解説された「発電所アセスの手引」を参考にし

た。 

 

（１）助言を受けた専門家の専門分野及びその内容 

動物、植物、生態系及び景観の調査、予測及び評価の手法の選定に当たり、専門家の

助言を受けた。助言を受けた専門家の専門分野及びその内容は、第4.2-1表のとおりであ

る。 

 

第4.2-1表(1) 助言を受けた専門家の専門分野及びその内容 

専門分野等 内容 

動物・生態系 

（全般） 

 

（大学） 

（令和2年10月） 

・対象事業実施区域周辺には、哺乳類では、ホンドジカ、キツネ、テン等が生息す

る。 

・爬虫類については、クサガメとミシシッピアカミミガメが生息する可能性がある。

ニホンイシガメの生息の可能性は低いと考えられる。 

・両生類については、カスミサンショウウオ、アカハライモリ、ニホンアカガエル、

ヤマアカガエル、トノサマガエル等、長崎県内に生息する重要な両生類のほとん

どが広く生息している可能性が高いが、ブチサンショウウオが生息している可能

性は低いと考えられる。 

・生態系の上位性注目種について、テンは確実にデータが得られるため、注目種と

しては適すると思われる。 

・キツネは、佐世保市近郊で専門家が自動撮影装置を設置した際には、かなりの頻

度で撮影されており、対象事業実施区域周辺にも広く生息すると考えられる。し

かしながら、糞の採取が難しく、その場合には食物の特定が難しくなる可能性が

高い。上位性注目種は、テンと仮に決めておき、テンのデータを採取する過程で、

キツネのデータが採取できれば、キツネを注目種とする対応が良いのではない

か。 

 

 

  



28 

第4.2-1表(2) 助言を受けた専門家の専門分野及びその内容 

専門分野等 内容 

動物 

（コウモリ類） 

 

（大学） 

（令和2年10月） 

・対象事業実施区域及びその周辺においてコウモリ類相を把握するために、バット

ディテクターによる任意観察、ハープトラップによる捕獲法を行うとよい。 

・任意観察の際は、徒歩での調査を基本とし、長い距離のルートを調査する場合は、

低速での車両からの調査も必要に応じて行うとよい。 

・ハープトラップ調査地点については、対象事業実施区域及びその周辺の植生を考

慮して、広葉樹林及びスギ・ヒノキ植林に１地点ずつ設置し、さらに、設置可能

な場所があれば広葉樹林に追加で１地点設置するとよい。 

・ハープトラップ設置の際は、地点の空間の広がり方に応じて、調査地点当たり、

１～２台設置するとよい。 

・対象事業実施区域及びその周辺において高空を飛翔するコウモリ類を把握するた

め、風況観測塔を利用して、自動録音バットディテクターの延長マイクを設置し

た方がよい。 

・自動録音バットディテクターの延長マイクは、高空を飛翔する種を対象として、

風力発電機のブレード回転域付近（可能な限りの最高位）及びブレード回転域の

下方（地上から10～20ｍ付近）の２箇所設置するとよい。 

・調査時期は、春季（４～５月頃）、夏季（８月頃）及び秋季（９月下旬～10月頃）

に行うとよい。特に夏季と秋季は様々な種類のコウモリ類の確認が期待される時

期である。 

・調査時間帯は、コウモリ類が最も飛翔する日没後約４時間の時間帯に重点的に行

うとよい。 

・対象事業実施区域及びその周辺において確認が期待されるコウモリ類として、オ

ヒキコウモリ、ヤマコウモリ（以上10～20kHz）、ヒナコウモリ、ノレンコウモリ

（以上20～40kHz）、アブラコウモリ、モモジロコウモリ、ユビナガコウモリ、テ

ングコウモリ、コテングコウモリ（以上40～60kHz）、キクガシラコウモリ

（70kHz:CF型）、コキクガシラコウモリ（110kHz前後:CF型）が挙げられる。 

・日中の哺乳類調査等の際に、既設の風力発電機に衝突し死亡した可能性があるコ

ウモリ類について、可能な限り確認した方がよい。 

鳥類 

 

（研究団体） 

（令和2年10月） 

■希少猛禽類について 

・サシバについては、佐世保市の他所では繁殖している。対象事業実施区域周辺は、

地形的には繁殖の可能性があると思われ、5月下旬に飛翔を確認したことがある

が、繁殖を確認したことはない。念のため、繁殖を前提とした調査を行うことが

望ましい。 

・ハチクマ、ミサゴ、ハヤブサ、オオタカの繁殖も確認されていない。 

・ノスリ、ハイタカは冬季にみられるが、対象事業実施区域周辺で居着きはいない

ようである。 

■渡り鳥について 

・アカハラダカは、対馬から平戸市の鯛の鼻と烏帽子岳を結ぶルートが最近確認さ

れてきている。ルート上にあたる対象事業実施区域周辺も飛来していると考えら

れる。9/10頃から9/20頃にかけて、天気の良い北寄りの風の時に1万数千羽が渡

る。 

・ハチクマは、9月中旬頃から渡るが、アカハラダカのように一斉には渡らない。松

浦市から平戸市へ渡るルートがメインルートと考えられる。対象事業実施区域を

通るルートが次に多い。 

・サシバも少数であるが、秋の渡りがある。朝鮮半島等で繁殖した個体群が南下し

ているものと思われる。対象事業実施区域付近も通過していると思われる。 

・ツル（南下）については、10/20頃～11月下旬まで、渡りが観察される。基本的に

日中に観察されるが、夜間にも渡っており、鳴き声が聞こえる時がある。 

・ツルの北帰行については、冷水岳から鹿町にかけての範囲がメインルートになっ

ている。 

・渡り鳥全般に、昼は高いところを飛んでいるが、朝にねぐらから飛び出す際には

低い場所を飛んでいることが多い。その際に、風車に当たらないか、懸念される。

・ため池には、オシドリ等のカモ類が越冬に来ている可能性がある。 

・渡りの調査（秋季）の回数は、3回では少ないため、秋季の一般鳥類調査や希少猛

禽類調査の際にも、渡り鳥の観察を行うこと。 
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第4.2-1表(3) 助言を受けた専門家の専門分野及びその内容 

専門分野等 内容 

植物 

 

（研究団体） 

（令和2年10月） 

■植物の調査手法について 

・調査手法として、3季の植物相調査と1季の群落組成調査で問題ない。 

・植物相の調査時期として、春季・夏季・秋季で問題ない。早春季にのみ確認され

る植物は生育の可能性が低いため、必要はないと思われる。腐生ランの確認が各

地で報告されていることから、現地調査では見落とさないように留意すること。

種としては、タシロラン、ヤツシロラン類、ムヨウラン類等。 

■対象事業実施区域周辺の重要な植物種の生育情報について 

・森林に生育する重要種に関しては、特徴的なものはない。対象事業実施区域周辺

では、草原、湿地に生育する植物種が特徴的であり、これらに留意すること。 

・道路法面等においても、重要な種が生育しているため、道路を拡幅する計画があ

る場合には留意すること。 

景観 

 

（管理団体） 

(令和2年11月) 

・北九十九島に位置する大島には大島園地があるが、島に渡るための船は運航され

ておらず、自分でカヤック等を準備して渡るか、瀬渡し船を手配していくしか方

法はない。 

・島に渡る手段が限られているため、大島はほとんど人が行くような場所ではない。

・大島園地には、環境省によってバイオトイレが設置されているが、特に眺望景観

が良いという場所ではない。 
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第4.2-2表(1) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

工事用 

資材等 

の 

搬出入 

1 調査すべき情報 
(1)道路交通騒音の状況 
(2)沿道の状況 
(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 
(1)道路交通騒音の状況 
【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料による情報の収集並びに当該情報の
整理及び解析を行う。 
【現地調査】 

「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第
64号）で定められた騒音レベル測定方法（JIS Z 8731）によ
り等価騒音レベルを測定し、調査結果の整理及び解析を行う。 

(2)沿道の状況 
【文献その他の資料調査】 

住宅地図等の資料による学校、病院等の施設及び住宅の配
置状況に関する情報の収集並びに当該情報の整理を行う。 
【現地調査】 

調査地点の沿道における学校、病院等の施設及び住宅の配
置状況について現地踏査によりその状況を確認し、当該情報
の整理を行う。 

(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 
【文献その他の資料調査】 

「道路交通センサス一般交通量調査」（国土交通省）によ
る道路交通量に関する情報の収集並びに当該情報の整理及び
解析を行う。 
【現地調査】 
①  道路構造の状況 

：調査地点の道路の構造、車線数、幅員、舗装

の種類及び道路の横断形状について調査し、

調査結果の整理を行う。 

②交通量の状況 
：調査地点の方向別、車種別交通量等を調査

し、調査結果の整理を行う。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 
工事用資材等の搬出入に用いる車両の主要な輸送経路を踏

まえ、その沿道の地域とする。 

騒音に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

4 調査地点 
(1)道路交通騒音の状況 
【文献その他の資料調査】 

主要な輸送経路及びその周辺とする。 
【現地調査】 

「第4.2-1図 大気環境調査位置」に示す工事用資材等の搬
出入に用いる車両が集中し、走行の影響が大きいと考えられ
る道路交通騒音調査地点とする。大気環境調査地点の設定根
拠は、第4.2-3表に示すとおりである。 

(2)沿道の状況 
【文献その他の資料調査】 

主要な輸送経路及びその周辺とする。 
【現地調査】 

「(1)道路交通騒音の状況」の現地調査と同じとする。 
(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 
【文献その他の資料調査】 

主要な輸送経路及びその周辺とする。 
【現地調査】 

「(1)道路交通騒音の状況」の現地調査と同じとする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
沿道とした。 
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第4.2-2表(2) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

工事用 

資材等 

の 

搬出入 

5 調査期間等 
(1)道路交通騒音の状況 
【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 
【現地調査】 

道路交通騒音の状況を代表する平日及び土曜日の各１日と
し、24時間の測定を行う。 

(2)沿道の状況 
【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 
【現地調査】 

「(1)道路交通騒音の状況」の現地調査の調査期間中１回実
施する。 

(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 
【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 
【現地調査】 
①道路構造の状況 

：「(1)道路交通騒音の状況」の現地調査の調

査期間中１回実施する。 

②交通量の状況 

：「(1)道路交通騒音の状況」の現地調査と同

じとする。 

騒音、交通量等の
状況を把握できる
時期及び期間とし
た。 

6 予測の基本的な手法 
(一社)日本音響学会が提案している道路交通騒音の予測計

算モデル（ASJ RTN-Model 2018）に基づき、等価騒音レベルを
予測する。 

一般的に騒音の予
測で用いられる手
法とした。 

7 予測地域 
「3 調査地域」と同じとする。 

工事関係車両の走
行による影響が想
定される地域とし
た。 

8 予測地点 
「4 調査地点 (1)道路交通騒音の状況」と同じとする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
沿道とした。 

9 予測対象時期等 
工事関係車両の小型車換算交通量が最大となる時期とする。 

工事関係車両の走
行による影響を的
確に把握できる時
期とした。 

10 評価の手法 
調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 
・騒音に係る環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低減さ

れているかを検討し、環境の保全についての配慮が適正に
なされているかを検討する。 

・「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第
64号）等に規定された基準との整合が図られているかを検
討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」及び「国又は
地方公共団体によ
る基準又は目標と
の整合性の検討」
とした。 
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第4.2-2表(3) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

建 設 機 械

の稼働 

1 調査すべき情報 
(1)騒音の状況 
(2)地表面の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 
(1)騒音の状況 
【現地調査】 

「騒音に係る環境基準について」に定める騒音レベル測定
方法（JIS Z 8731）及び「騒音に係る環境基準の評価マニュ
アル」（環境省、平成27年）に基づいて等価騒音レベルを測
定し、調査結果の整理及び解析を行う。 

(2)地表面の状況 
【現地調査】 

音の伝搬の特性を踏まえ、裸地、草地、舗装面等地表面の
状況について現地踏査により確認し、調査結果の整理を行う。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 
対象事業実施区域及びその周辺とする。 

騒音に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

4 調査地点 
(1)騒音の状況 
【現地調査】 

対象事業実施区域及びその周辺における住宅等の配置を考
慮し、「第4.2-1図 大気環境調査位置」に示す環境騒音調査
地点とする。大気環境調査地点の設定根拠は第4.2-3表に示す
とおりである。 

(2)地表面の状況 
【現地調査】 

対象事業実施区域周辺の住宅に至る経路とする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
沿道とした。 

5 調査期間等 
(1)騒音の状況 
【現地調査】 

騒音の状況を代表する平日の１日とする。 
(2)地表面の状況 
【現地調査】 

「(1)騒音の状況」の現地調査の調査期間中１回実施する。 

騒音及び地表面の
状況を把握できる
時期及び期間とし
た。 

６ 予測の基本的な手法 
（一社）日本音響学会が提案している建設機械騒音の予測計

算モデル（ASJ CN-Model 2007）に基づき、騒音レベルを予測
する。 

一般的に騒音の予
測で用いられる手
法とした。 

７ 予測地域 
「３ 調査地域」と同じとする。 

建設機械の稼働に
よる影響が想定さ
れる地域とした。

８ 予測地点 
「４ 調査地点 (1)騒音の状況」と同じとする。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける住宅等とし
た。 

９ 予測対象時期等 
建設機械の稼働による騒音に係る周辺集落への環境影響が

最大となる時期とする。 

建設機械の稼働に
よる影響を的確に
把握できる時期と
した。 

10 評価の手法 
調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・騒音に係る環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低減さ

れているかを検討し、環境の保全についての配慮が適正に

なされているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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第4.2-2表(4) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

施設の 

稼働 

１ 調査すべき情報 
(1)騒音の状況 
(2)地表面の状況 
(3)風況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

２ 調査の基本的な手法 
(1)騒音の状況 
【現地調査】 

「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」（環
境省、平成29年）に基づいて騒音レベルを測定し、調査結果
の整理及び解析を行う。 

(2)地表面の状況 
【現地調査】 

音の伝搬の特性を踏まえ、裸地、草地、舗装面等地表面の
状況について現地踏査により確認し、調査結果の整理を行
う。 

(3)風況 
【現地調査】 

対象事業実施区域周辺に設置している風況観測塔のデータ
から、「(1)騒音の状況」の調査期間における風況の整理を行
う。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 
対象事業実施区域及びその周辺とする。 

騒音に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

４ 調査地点 
(1)騒音の状況 
【現地調査】 

対象事業実施区域及びその周辺における住宅等の配置を考
慮し、「第4.2-1図 大気環境調査位置」に示す環境騒音調査
地点とする。大気環境調査地点の設定根拠は第4.2-3表、風力
発電機の設置検討範囲から環境騒音調査地点までの最短距離
は表4.2-4表に示すとおりである。 

(2) 地表面の状況 
【現地調査】 

対象事業実施区域周辺の住宅に至る経路とする。 
(3) 風況 
【現地調査】 

風況観測調査地点とする。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける住宅等とし
た。 

５ 調査期間等 
(1)騒音の状況 
【現地調査】 

騒音の状況を代表する３日間の調査を２回実施する。 
(2)地表面の状況 
【現地調査】 

「(1)騒音の状況」の現地調査の調査期間中１回実施する。 
(3)風況 
【現地調査】 

「(1) 騒音の状況」の調査期間中とする。 

騒音及び地表面の
状況を把握できる
時期及び期間とし
た。 

６ 予測の基本的な手法 
音の伝搬理論に基づき、予測地点における騒音レベルの予測

計算を行う。 
対象事業実施区域の周辺に建設されている風力発電所との

累積的な影響については、風力発電機の配置を踏まえ個別に必
要性を検討し、施設の稼働による影響予測を行う。 

一般的に騒音の予
測で用いられる手
法とした。 

  



34 

第4.2-2表(5) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

施設の 

稼働 

７ 予測地域 
「３ 調査地域」と同じとする。 

施設の稼働による
影響が想定される
地域とした。 

８ 予測地点 
「４ 調査地点 (1)騒音の状況」と同じとする。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける住宅等とし
た。 

９ 予測対象時期等 
発電所の運転が定常状態となる時期とする。 

施設の稼働による
影響を的確に把握
できる時期とし
た。 

10 評価の手法 
調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 
・騒音に係る環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低減さ

れているかを検討し、環境の保全についての配慮が適正に
なされているかを検討する。 

・風車騒音に関する指針値（「風力発電施設から発生する騒
音に関する指針」（環境省、平成29年））との整合が図ら
れているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」及び「国又は
地方公共団体によ
る基準又は目標と
の整合性の検討」
とした。 
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第4.2-2表(6) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

振
動 

振
動 

工事用 

資材等 

の 

搬出入 

1 調査すべき情報 
(1)道路交通振動の状況 
(2)沿道の状況 
(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 
(4)地盤の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 
(1)道路交通振動の状況 
【現地調査】 

「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）別表
第二備考に定める振動レベル測定方法により振動レベルを測
定し、調査結果の整理及び解析を行う。 

(2)沿道の状況 
【文献その他の資料調査】 

住宅地図等の資料による学校、病院等の施設及び住宅の配
置状況に関する情報の収集並びに当該情報の整理を行う。 
【現地調査】 

調査地点の沿道における学校、病院等の施設及び住宅の配
置状況について現地踏査によりその状況を確認し、当該情報
の整理を行う。 

(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 
【文献その他の資料調査】 

「道路交通センサス一般交通量調査」（国土交通省）によ
る道路交通量に関する情報の収集並びに当該情報の整理及び
解析を行う。 
【現地調査】 
①道路構造の状況 

：調査地点の道路の構造、車線数、幅員及び道
路の横断形状について調査し、調査結果の整
理を行う。 

②交通量の状況 
：調査地点の方向別、車種別交通量等を調査

し、調査結果の整理を行う。 
(4)地盤の状況 
【現地調査】 

大型車の単独走行時の振動を測定し、1/3オクターブバンド
分析器により解析して地盤卓越振動数を求め、調査結果の整
理及び解析を行う。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 
工事用資材等の搬出入に用いる車両の主要な輸送経路を踏

まえ、その沿道の地域とする。 

振動に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

４ 調査地点 
(1)道路交通振動の状況 
【現地調査】 

「第4.2-1図 大気環境調査位置」に示す工事用資材等の搬
出入に用いる車両が集中し、走行の影響が大きいと考えられ
る道路交通振動調査地点とする。大気環境調査地点の設定根
拠は第4.2-3表に示すとおりである。 

(2)沿道の状況 
【文献その他の資料調査】 

主要な輸送経路及びその周辺とする。 
【現地調査】 

「(1)道路交通振動の状況」の現地調査と同じとする。 
(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 
【文献その他の資料調査】 

主要な輸送経路及びその周辺とする。 
【現地調査】 

「(1)道路交通振動の状況」の現地調査と同じとする。 
(4)地盤の状況 
【現地調査】 
「(1)道路交通振動の状況」の現地調査と同じとする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
沿道とした。 
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第4.2-2表(7) 調査、予測及び評価の手法（大気環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

大
気
環
境 

振
動 

振
動 

工事用 

資材等 

の 

搬出入 

5 調査期間等 

(1)道路交通振動の状況 

【現地調査】 

道路交通振動の状況を代表する平日及び土曜日の各１日と

し、24時間の測定を行う。 

(2)沿道の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

「(1)道路交通振動の状況」の現地調査の調査期間中１回実

施する。 

(3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

①道路構造の状況 

：「(1)道路交通振動の状況」の現地調査の調

査期間中１回実施する。 

②交通量の状況 

：「(1)道路交通振動の状況」の現地調査と同

じとする。 

(4)地盤の状況 

【現地調査】 

「(1)道路交通振動の状況」の現地調査と同じとする。 

振動、交通量等の
状況を把握できる
時期及び期間とし
た。 

6 予測の基本的な手法 

振動の伝搬理論に基づき、予測地点における道路交通振動レ

ベルの予測計算を行う。 

一般的に振動の予
測で用いられる手
法とした。 

7 予測地域 

「3 調査地域」と同じとする。 

工事関係車両の走
行による影響が想
定される地域とし
た。 

8 予測地点 

「4 調査地点 (1)道路交通振動の状況」と同じとする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
沿道とした。 

9 予測対象時期等 

工事関係車両の小型車換算交通量が最大となる時期とする。 

工事関係車両の走
行による影響を的
確に把握できる時
期とした。 

10 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・振動に係る環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低減さ

れているかを検討し、環境の保全についての配慮が適正に

なされているかを検討する。 

・「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）に規

定された道路交通振動の要請限度との整合が図られてい

るかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」及び「国又は
地方公共団体によ
る基準又は目標と
の整合性の検討」
とした。 
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凡 例 1:60,000 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-3、4 表に対応する。 

 

出典： 「長崎県県北振興局管内図」（長崎県、平成26年） 

 

第4.2-1図 大気環境調査位置 
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第4.2-3表 大気環境調査地点の設定根拠 

影響要因の区分 地点 地点の設定根拠 

工事用資材等の 
 

搬出入 

道路1 

工事用資材等の搬出入に係る主要な輸送経路沿道における住
宅等の分布状況を踏まえ、対象事業実施区域北側からアクセス
する道路のうち、工事用車両が集中する県道18号の鹿町地区沿
道を調査地点として設定した。 

道路2 

工事用資材等の搬出入に係る主要な輸送経路沿道における住
宅等の分布状況を踏まえ、対象事業実施区域南側からアクセス
する道路のうち、工事用車両が集中し、一般車両の交通量が多
い県道18号の小佐々黒石地区沿道を調査地点として設定した。

建設機械の稼働 
 

施設の稼働 

環境1 
風力発電機の設置検討範囲に最も近接する集落のうち、北側に
位置する鹿町町鹿町地区に設定した。 

環境2 
風力発電機の設置検討範囲に最も近接する集落のうち、東側に
位置する佐々町大茂免地区に設定した。 

環境3 
風力発電機の設置検討範囲に最も近接する集落のうち、南側に
位置する小佐々町岳ノ木場地区に設定した。 

環境4 
風力発電機の設置検討範囲に最も近接する集落のうち、西側に
位置する鹿町町船ノ村地区に設定した。 

 

第4.2-4表 風力発電機の設置検討範囲から環境騒音調査地点までの最短距離 

地点 
風力発電機の設置検討範囲 

からの最短距離 

環境1 約1.0km 

環境2 約0.8km 

環境3 約0.3km 

環境4 約0.6km 
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第4.2-5表(1) 調査、予測及び評価の手法（水環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

水
環
境 

水
質 

水
の
濁
り 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

1 調査すべき情報 

(1)浮遊物質量の状況 

(2)河川流量の状況及びため池貯水量の状況 

(3)気象の状況 

(4)土質の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 

(1)浮遊物質量の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料による情報の収集並びに当該情報の

整理を行う。 

【現地調査】 

試料容器等により試料の採水を行い、｢水質汚濁に係る環境

基準について｣（昭和46年環境庁告示第59号）に定める方法に

より水質を測定し、調査結果の整理を行う。 

(2)河川流量の状況及びため池貯水量の状況 

【文献その他の資料調査】 

ため池管理者への聞き取り及び文献その他の資料による情

報の収集並びに当該情報の整理を行う。 

【現地調査】 

「河川砂防技術基準 調査編」（国土交通省、平成26年）に

定める方法により、採水時における河川の流量を測定する。 

(3)気象の状況 

【文献その他の資料調査】 

「気象庁HP」等の資料による情報の収集並びに当該情報の

整理を行う。 

(4)土質の状況 

【現地調査】 

対象事業実施区域で土壌試料を採取し、「JIS M 0201 12. 

沈降試験」に準拠した方法で濁水中の浮遊物質量を測定し、

残留率及び沈降速度を求める。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 

対象事業実施区域周辺の河川及びため池とする。 

水の濁りに係る環
境影響を受けるお
それのある地域と
した。 

4 調査地点 

(1)浮遊物質量の状況 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域周辺の河川及びため池とする。 

【現地調査】 

「第4.2-2図 水環境調査位置」に示す河川及びため池調査

地点とする。水環境調査地点の設定根拠は第4.2-6表に示すと

おりである。 

(2)河川流量の状況及びため池貯水量の状況 

【現地調査】 

「(1)浮遊物質量の状況」と同じとする。 

(3)気象の状況 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域の周辺の気象観測所等とする。 

(4)土質の状況 

【現地調査】 

「第4.2-2図 水環境調査位置」に示す土質調査地点とす

る。土質調査地点の設定根拠は第4.2-7表に示すとおりであ

る。 

調査地域を代表す
る地点とした。 
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第4.2-5表(2) 調査、予測及び評価の手法（水環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

水
環
境 

水
質 

水
の
濁
り 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

5 調査期間等 

(1)浮遊物質量の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

１年間とし、４季の平水時に各１回及び降雨時の１回とす

る。 

(2)河川流量の状況及びため池貯水量の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

「(1)浮遊物質量の状況」と同じとする。 

(3)気象の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

(4)土質の状況 

【現地調査】 

調査期間中の１回とする。 

水の濁り、河川流
量等の状況を把握
できる時期及び期
間とした。 

６ 予測の基本的な手法 

環境保全のために講じようとする対策を踏まえ、河川への影

響の程度について予測する。予測条件は、以下の方針により設

定する。 

①降雨条件 

：気象観測所等の過去データから過去10年間の

降水量等を参考に設定する。 

②初期濃度 

：「新訂版 ダム建設工事における濁水処理」

（(財)日本ダム協会、平成12年）等を参考に

条件を設定する。 

③流出係数 

：「林地開発許可申請の手引き」（長崎県、令

和2年）に基づき設定する。 

④沈砂池から河川への到達 

：Trimble&Sartz（1957）が提唱した「重要水

源地における林道と水流の間の距離」を基に

河川及びため池への到達の有無を予測し、河

川及びため池へ到達する場合は、完全混合モ

デルにより浮遊物質量を予測する。 

一般的に水の濁り
の予測で用いられ
る手法とした。 

７ 予測地域 

「３ 調査地域」と同じとする。 

造成等の施工によ
る一時的な影響が
想定される地域と
した。 

８ 予測地点 

「４ 調査地点 (1)浮遊物質量の状況」の現地調査と同じと

する。 

調査地域を代表す
る地点とした。 

９ 予測対象時期等 

造成等の施工による水の濁りに係る環境影響が最大となる

時期とする。 

造成等の施工によ
る一時的な影響を
的確に把握できる
時期とした。 

10 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・水の濁りに係る環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低

減されているかを検討し、環境保全についての配慮が適正

になされているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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凡 例 1:50,000 

 

 
注：図中の番号は、第 4.2-6、7 表に対応する。 

 

 

第4.2-2図 水環境調査位置 



42 

第4.2-6表 水環境調査地点の設定根拠 

地点 集水域の主な植生 地点の設定根拠 

WR1 
スギ・ヒノキ植林 

常緑広葉樹林 

対象事業実施区域東側における工事中の降雨に伴う水の濁りによる

影響を受ける可能性のある河川の水環境を把握するために設定し

た。 

WR2 
スギ・ヒノキ植林 

常緑広葉樹林 

対象事業実施区域東側における工事中の降雨に伴う水の濁りによる

影響を受ける可能性のある河川の水環境を把握するために設定し

た。 

WR3 
スギ・ヒノキ植林 

常緑広葉樹林 

対象事業実施区域東側における工事中の降雨に伴う水の濁りによる

影響を受ける可能性のある河川の水環境を把握するために設定し

た。 

WR4 
スギ・ヒノキ植林 

常緑広葉樹林 

対象事業実施区域南側における工事中の降雨に伴う水の濁りによる

影響を受ける可能性のある河川の水環境を把握するために設定し

た。 

WR5 

スギ・ヒノキ植林 

落葉広葉樹林 

畑雑草群落 

対象事業実施区域西側における工事中の降雨に伴う水の濁りによる

影響を受ける可能性のある河川の水環境を把握するために設定し

た。 

WP1 
常緑広葉樹林 

チガヤ－ススキ群落 

対象事業実施区域周辺において、工事中の降雨に伴う水の濁りによ

る影響を受ける可能性のあるため池（農業用水として利用）の水環境

を把握するために設定した。 

WP2 
スギ・ヒノキ植林 

常緑広葉樹林 

対象事業実施区域周辺において、工事中の降雨に伴う水の濁りによ

る影響を受ける可能性のあるため池（農業用水として利用）の水環境

を把握するために設定した。 

WP3 
スギ・ヒノキ植林 

ススキ－チガヤ群集 

対象事業実施区域周辺において、工事中の降雨に伴う水の濁りによ

る影響を受ける可能性のあるため池（農業用水として利用）の水環境

を把握するために設定した。 

WP4 

スギ・ヒノキ植林 

畑雑草群落 

ススキ－チガヤ群集 

対象事業実施区域周辺において、工事中の降雨に伴う水の濁りによ

る影響を受ける可能性のあるため池（農業用水として利用）の水環境

を把握するために設定した。 

※集水域の主な植生は、現地踏査による確認結果に基づく。 

第4.2-7表 土質調査地点の設定根拠 

地点 植生 表層地質 地点の設定根拠 

S1 常緑広葉樹林 砂岩・泥岩(Ⅱ)の互層

対象事業実施区域の乾性褐色森林土が分布する

箇所において、沈砂池での沈降速度を把握するた

めに設定した。 

S2 常緑広葉樹林 玄武岩 

対象事業実施区域の乾性褐色森林土が分布する

箇所において、沈砂池での沈降速度を把握するた

めに設定した。 

S3 スギ・ヒノキ植林 玄武岩 

対象事業実施区域の乾性褐色森林土（黄褐色系）

が分布する箇所において、沈砂池での沈降速度を

把握するために設定した。 
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第4.2-8表 調査、予測及び評価の手法（その他の環境） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

そ
の
他
の
環
境 

そ
の
他 

風
車
の
影 

施設の 

稼働 
１ 調査すべき情報 

(1)土地利用の状況 

(2)地形の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

２ 調査の基本的な手法 

【文献その他の資料調査】 

地形図、住宅地図等の資料による情報の収集並びに当該情

報の整理を行う。 

【現地調査】 

現地を踏査し、土地利用や地形、建物の配置や植栽等の状

況を把握する。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺とする。 

風車の影に係る環
境影響を受けるお
それのある地域と
した。 

４ 調査地点 

調査地域内の複数の居住地区等とする。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける住宅等とし
た。 

５ 調査期間等 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

１回の調査とし、土地利用の状況及び地形の状況が適切に

把握できる時期とする。 

土地利用及び地形
の状況を把握でき
る時期及び期間と
した。 

６ 予測の基本的な手法 

風車の影が及ぶ範囲及び時間帯をシミュレーションにより

定量的に予測する。 

対象事業実施区域の周辺に建設されている風力発電所との

累積的な影響については、風力発電機の配置を踏まえ個別に

必要性を検討し、施設の稼働による影響予測を行う。 

一般的に風車の影
の予測で用いられ
る手法とした。 

７ 予測地域 

各風力発電機から2kmの範囲とする。 

施設の稼働による
影響が想定される
地域とした。 

８ 予測地点 

「４ 調査地点」と同じとする。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける住宅等とし
た。 

９ 予測対象時期等 

発電所の運転が定常状態となる時期とする。 

施設の稼働による
影響を的確に把握
できる時期とし
た。 

10 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・風車の影に係る環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低

減されているかを検討し、環境の保全についての配慮が適

正になされているかを検討する。 

・国内には、風車の影に関する基準が存在しないため、海外

のガイドラインの指針値である「実際の気象条件等を考慮

しない場合、風車の影がかかる時間が年間30時間かつ１日

30分を超えない。」及び「実際の気象条件等を考慮する場

合、風車の影がかかる時間が年間８時間を超えない。」を

参考とし、整合が図られているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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第4.2-9表(1) 調査、予測及び評価の手法（動物） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

動
物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
（
海
域
に
生
息
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施設の 

稼働 

１ 調査すべき情報 

(1)哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生動物に

関する動物相の状況 

(2)重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生

息環境の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

２ 調査の基本的な手法 

(1)哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生動物に

関する動物相の状況 

【文献その他の資料調査】 

「長崎県の生物」（長崎県生物学会「長崎県の生物」編集

委員会、平成元年）等の資料による情報の収集並びに当該情

報の整理及び解析を行う。 

【現地調査】 

以下の方法により、現地調査を行う。調査手法の内容は第

4.2-10表に示すとおりである。 

①哺乳類 

：直接観察・フィールドサイン法、捕獲法、自

動撮影法 

②哺乳類（コウモリ類） 

：任意観察法、捕獲法、自動録音法 

③鳥類 

a.一般鳥類：ポイントセンサス法、任意観察 

b.渡り鳥：定点調査 

c.希少猛禽類：定点調査 

④爬虫類：直接観察法 

⑤両生類：直接観察法 

⑥昆虫類 

：一般採集法、ライトトラップ法、ベイトトラ

ップ法 

⑦魚類：目視観察調査、捕獲法 

⑧底生動物：定性採集法 

(2) 重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生

息環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

「長崎県レッドリスト（2011）中間見直し」（長崎県環境

部自然環境課、平成29年）等の資料による情報の収集並びに

当該情報の整理及び解析を行う。 

【現地調査】 

「(1) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底

生動物に関する動物相の状況」の現地調査等で確認された種

から、重要な種、注目すべき生息地の状況及び生息地の分布

を整理する。また、対象事業実施区域及びその周辺における

重要な種の繁殖状況等を把握するため、生息環境の特性に応

じ、適切な方法で調査する。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺とする。 

動物に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

４ 調査地点 

(1) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生動物

に関する動物相の状況 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域及びその周辺である佐世保市及び佐々町

の範囲とする。 

動物の生息環境を
網羅するルート又
は地点とした。 
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第4.2-9表(2) 調査、予測及び評価の手法（動物） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

動
物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
（
海
域
に
生
息
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施設の 

稼働 

【現地調査】 
①哺乳類 

：「第4.2-3図(1) 動物調査位置（哺乳類
相）」に示す直接観察・フィールドサイン法
調査ルート、捕獲法調査地点及び自動撮影調
査地点を基本とする。捕獲法及び自動撮影法
の調査地点の設定根拠は第4.2-11表に示すと
おりである。 

②哺乳類（コウモリ類） 
：「第4.2-3図(2) 動物調査位置（哺乳類（コ

ウモリ類）相）」に示す任意観察法調査ルー
ト、捕獲法調査地点及び自動録音法調査地点
を基本とする。捕獲法の調査地点の設定根拠
は第4.2-12表である。 

③鳥類 
a.一般鳥類 

：「第4.2-3図(3) 動物調査位置（鳥類相：一
般鳥類）」に示すポイントセンサス法調査地
点及び調査範囲における任意観察調査を基本
とする。ポイントセンサス法の調査地点の設
定根拠は第4.2-13表に示すとおりである。 

b.渡り鳥 
：「第4.2-3図(4) 動物調査位置（鳥類相：渡

り鳥）」に示す定点調査地点を基本とする。
定点調査（渡り鳥）の調査地点の設定根拠は
第4.2-14表に示すとおりである。 

c.希少猛禽類 
：「第4.2-3図(5) 動物調査位置（鳥類相：希

少猛禽類）」に示す定点調査地点を基本とす
る。定点調査（希少猛禽類）の調査地点の設
定根拠は第4.2-15表に示すとおりである。 

④爬虫類 
：「第4.2-3図(6) 動物調査位置（爬虫類相・

両生類相）」に示す直接観察法調査ルートを
基本とする。 

⑤両生類 
：「第4.2-3図(6) 動物調査位置（爬虫類相・

両生類相）」に示す直接観察法調査ルートを
基本とする。 

⑥昆虫類 
：「第4.2-3図(7) 動物調査位置（昆虫類

相）」に示す一般採集法調査ルート、ライト
トラップ法及びベイトトラップ法調査地点を
基本とする。ライトトラップ法及びベイトト
ラップ法の調査地点の設定根拠は第4.2-16表
に示すとおりである。 

⑦魚類 
：「第4.2-3図(8) 動物調査位置（魚類相・底

生動物相）」に示す目視観察・捕獲法調査地
点を基本とする。目視観察・捕獲法の調査地
点の設定根拠は第4.2-17表に示すとおりであ
る。 

⑧底生動物 
：「第4.2-3図(8) 動物調査位置（魚類相・底

生動物相）」に示す定性採集法調査地点を基
本とする。定性採集法の調査地点の設定根拠
は第4.2-17表に示すとおりである。 

動物の生息環境を
網羅するルート又
は地点とした。 
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第4.2-9表(3) 調査、予測及び評価の手法（動物） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

動
物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
（
海
域
に
生
息
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施設の 

稼働 

(2)重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生

息環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

「(1)哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生

動物に関する動物相の状況」と同じとする。 

【現地調査】 

「(1)哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生

動物に関する動物相の状況」と同じとする。また、生息状況

等に関するより多くの情報収集が必要な場合、確認された重

要な種及び注目すべき生息地の特性を考慮し、必要に応じて

適切なルート又は地点を設定する。 

動物の生息環境を
網羅するルート又
は地点とした。 

５ 調査期間等 

(1)哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生動物に

関する動物相の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

①哺乳類 

：1年間とし、各季節の4回とする。 

②哺乳類（コウモリ類） 

：1年間とし、春季、夏季及び秋季の3回とす

る。 

③鳥類 

a.一般鳥類 

：1年間とし、各季節の4回とする。 

b.渡り鳥 

：1年間とし、春の渡り期3回、秋の渡り期3回

とする。 

c.希少猛禽類 

：1年間とし、毎月1回の12回とする。 

④爬虫類 

：1年間とし、春季、夏季及び秋季の3回とす

る。 

⑤両生類 

：1年間とし、春季、夏季及び秋季の3回とす

る。 

⑥昆虫類 

：1年間とし、春季、夏季及び秋季の3回とす

る。 

⑦魚類 

：1年間とし、夏季及び秋季の2回とする。 

⑧底生動物 

：1年間とし、夏季及び冬季の2回とする。 

(2)重要な種及び注目すべき生息地の分布、生息の状況及び生

息環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

「(1) 哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底

生動物に関する動物相の状況」と同じとする。 

【現地調査】 

「(1)哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生

動物に関する動物相の状況」と同じとする。また、生息状況

等に関するより多くの情報収集が必要な場合、確認された重

要な種及び注目すべき生息地の特性を考慮し、必要に応じて

適切な時期を設定する。 

動物の生態に応じ
た適切な時期及び
期間とした。 
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第4.2-9表(4) 調査、予測及び評価の手法（動物） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

動
物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
（
海
域
に
生
息
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施設の 

稼働 

６ 予測の基本的な手法 

重要な種及び注目すべき生息地が確認された場合には、分布

及び生息環境の改変の程度を把握し、「造成等の施工による一

時的な影響」及び「地形改変及び施設の存在」に伴う影響につ

いて、類似する事例の引用又は解析による予測を行う。また、

哺乳類（コウモリ類）、鳥類の重要な種及び渡り鳥が確認され

た場合には、「造成等の施工による一時的な影響」及び「地形

改変及び施設の存在」に伴う影響に加えて、「施設の稼働」に

伴い回転するブレードへの接触等の影響について、類似する事

例の引用又は解析による予測を行う。鳥類の衝突の可能性に関

しては、「鳥類等に関する風力発電施設立地適正化の手引き」

（環境省、平成23年、平成27年修正版）等に基づき、定量的に

予測する。 

対象事業実施区域の周辺に建設されている風力発電所との

累積的な影響については、風力発電機の配置を踏まえ個別に必

要性を検討し、施設の稼働による影響予測を行う。 

一般的に動物の予
測で用いられる手
法とした。 

７ 予測地域 

「３ 調査地域」と同じとする。 

造成等の施工、地
形改変及び施設の
存在並びに施設の
稼働による影響が
想定される地域と
した。 

８ 予測対象時期等 

造成等の施工による動物の生息環境への影響が最大となる

時期及び発電所の運転が定常状態となる時期とする。 

造成等の施工、地
形改変及び施設の
存在並びに施設の
稼働による影響を
的確に把握できる
時期とした。 

９ 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・重要な種及び注目すべき生息地に係る環境影響が、実行可

能な範囲で回避又は低減されているかを検討し、環境の保

全についての配慮が適正になされているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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第4.2-10表 調査手法の内容（動物） 

調査項目 調査手法 調査内容 

哺乳類 

直接観察・フィー
ルドサイン法 

主に中～大型の哺乳類を対象に、調査ルートを踏査して、直接観

察又はフィールドサイン（足跡、糞、食痕、巣等）により、推定

された種を記録する。 

捕獲法 

ネズミ類やモグラ類を対象に、誘引餌を入れたシャーマントラッ

プを調査地点当たり30個、3晩連続で設置して、捕獲した種を記録

する。 

自動撮影法 
夜間活動する哺乳類を対象に、自動撮影装置を調査地点当たり1

台、3晩連続で設置して、撮影調査を行う。 

哺乳類 
(コウモリ類) 

任意観察法 
夜間に調査ルートを踏査して、バットディテクターにより探知さ

れたコウモリ類の発する超音波により、推定された種を記録する。

捕獲法 
ハープトラップを調査地点当たり1～2台、1晩設置して、捕獲した

種を記録する。 

自動録音法 

自動録音法調査地点（風況観測塔設置地点）において、自動録音

バットディテクターにより、コウモリ類の超音波を録音し、室内

解析により推定された種を記録する。 

鳥類 

ポイントセンサス
法 

早朝から数時間の時間帯に、調査地点に10分程度留まり、双眼鏡

を用いて、周囲に出現する鳥類を目視観察、鳴き声等により識別

し、種名、個体数、確認位置、確認環境等を記録する。調査は、

1回につき各地点3日間実施する。 

任意観察 

日中及び夜間に調査ルートを踏査して、双眼鏡及び20倍以上の地

上型望遠鏡及び集音器（夜間）を用い、出現する鳥類を目視観察、

鳴き声等により識別し、種を記録する。 

定点調査 

（渡り鳥） 

日の出前後から日没前後まで調査地点に留まり、双眼鏡及び20倍

以上の地上型望遠鏡を用い、飛翔する渡り鳥を識別し、種、飛翔

ルート及び飛翔高度を記録する。調査は、1回につき連続3日間実

施する。 

定点調査 

（希少猛禽類） 

9時前後から16時前後まで調査地点に留まり、双眼鏡及び20倍以上

の地上型望遠鏡を用い、出現する希少猛禽類を識別し、種、行動

及び飛翔高度を記録する。調査は、1回につき連続3日間実施する。

爬虫類 直接観察法 
調査ルートを踏査して、成体、幼体及び卵の捕獲又は目視観察に

より識別し、種を記録する。 

両生類 直接観察法 
調査ルートを踏査して、成体、幼体、幼生及び卵又は卵塊の目視

観察、鳴き声及び捕獲により識別し、種を記録する。 

昆虫類 

一般採集法 

調査ルートを踏査して、スウィーピング（すくい採り）法、ビー

ティング（たたき落とし）法により昆虫類を採集するほか、目視

観察や鳴き声による記録も行う。 

ライトトラップ法 
走光性のある昆虫類を対象に、ボックス型ライトトラップを調査

地点当たり1個、1晩設置して、誘引された昆虫類を採集する。 

ベイトトラップ法 

地上を歩き回る昆虫類を対象に、誘引餌（ベイト）を入れたプラ

スチックコップを調査地点当たり20個、1晩設置して、落ちた昆虫

類を採集する。 

魚類 

目視観察調査 調査地点において目視により識別し、種を記録する。 

捕獲法 
投網、タモ網、サデ網、セルビン等を用いて、捕獲した種を記録

する。 

底生動物 定性採集法 タモ網等を用いて底生動物を採集する。 

 

 

 



49 

 

凡 例 1:40,000 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-11 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(1) 動物調査位置（哺乳類相） 
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凡 例 1:40,000 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-12 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(2) 動物調査位置（哺乳類（コウモリ類）相） 
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凡 例 1:40,000 

 
 

 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-13 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(3) 動物調査位置（鳥類相：一般鳥類） 
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凡 例 1:40,000 

 

 
注：図中の番号は、第 4.2-14 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(4) 動物調査位置（鳥類相：渡り鳥） 
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凡 例 1:40,000 

 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-15 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(5) 動物調査位置（鳥類相：希少猛禽類） 
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凡 例 1:40,000 

 

 

 

 

第4.2-3図(6) 動物調査位置（爬虫類相・両生類相） 
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凡 例 1:40,000 

 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-16 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(7) 動物調査位置（昆虫類相） 
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凡 例 1:40,000 

 
 

 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-17 表に対応する。 

 

 

第4.2-3図(8) 動物調査位置（魚類相・底生動物相） 
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第4.2-11表 哺乳類相（捕獲法、自動撮影法）の調査地点の設定根拠 

地点 植生 地点の設定根拠 

S1 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、スギ･ヒノ

キ植林に生息する哺乳類相を把握するために設定した。 

S2 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、常緑広葉樹

林に生息する哺乳類相を把握するために設定した。 

S3 ススキ草地 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、ススキ草地

に生息する哺乳類相を把握するために設定した。 

S4 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、常緑広葉樹

林に生息する哺乳類相を把握するために設定した。 

S5 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、常緑広葉樹

林に生息する哺乳類相を把握するために設定した。 

S6 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、スギ･ヒノ

キ植林に生息する哺乳類相を把握するために設定した。 

 

第4.2-12表 哺乳類(コウモリ類）相（捕獲法）の調査地点の設定根拠 

地点 植生 地点の設定根拠 

B1 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺において、スギ･ヒノキ植林内を飛翔す

るコウモリ類を把握するために設定した。 

B2 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺において、常緑広葉樹林内を飛翔するコ

ウモリ類を把握するために設定した。 

 

第4.2-13表 鳥類相(ポイントセンサス法）の調査地点の設定根拠 

地点 植生 地点の設定根拠 

P1 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺において、スギ・ヒノキ植林を飛翔す

る鳥類を把握するために設定した。 

P2 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺において、常緑広葉樹林を飛翔する鳥

類を把握するために設定した。 

P3 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺において、常緑広葉樹林を飛翔する鳥

類を把握するために設定した。 

P4 ススキ草地 
対象事業実施区域及びその周辺において、ススキ草地を飛翔する鳥類

を把握するために設定した。 

P5 ススキ・チガヤ草地 
対象事業実施区域及びその周辺において、ススキ・チガヤ草地を飛翔

する鳥類を把握するために設定した。 

P6 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺において、スギ・ヒノキ植林を飛翔す

る鳥類を把握するために設定した。 
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第4.2-14表 鳥類相(定点調査（渡り鳥））の調査地点の設定根拠 

地点 地点の設定根拠 

MS1 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲）の南側～西側上空を飛翔する渡り鳥を把握
するために設定した。 

MS2 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲）の東側～南側上空を飛翔する渡り鳥を把握
するために設定した。 

MS3 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲）の東側～南側を飛翔する渡り鳥を把握する
ために設定した。 

MS4 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲）の南側～北側を飛翔する渡り鳥を把握する
ために設定した。 

MS5 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲）の西側～北側～東側を飛翔する渡り鳥を把
握するために設定した。 

MS6 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲）上空を飛翔する渡り鳥を把握するために設
定した。 

MS7 
対象事業実施区域（風力発電機の設置検討範囲の南側上空を飛翔する渡り鳥を把握するため
に設定した。 

冷水岳 
対象事業実施区域周辺において、渡り鳥の観察ポイントとしてよく知られており、佐世保市
付近における秋季の渡り状況を把握するために、MS1～MS7地点の対照地点として設定した。
（図面範囲外） 

 

第4.2-15表 鳥類相(定点調査（希少猛禽類））の調査地点の設定根拠 

地点 地点の設定根拠 

St.1 調査範囲北側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

St.2 調査範囲北東側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

St.3 調査範囲南東側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

St.4 調査範囲南側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

St.5 調査範囲南西側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

St.6 調査範囲南側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

St.7 調査範囲北側に出現する希少猛禽類を把握するために設定した。 

 

第4.2-16表 昆虫類相(ライトトラップ法、ベイトトラップ法）の 

調査地点の設定根拠 

地点 植生 地点の設定根拠 

I1 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、スギ･ヒノ
キ植林に生息する昆虫類相を把握するために設定した。 

I2 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、常緑広葉
樹林に生息する昆虫類相を把握するために設定した。 

I3 ススキ草地 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、ススキ草
地に生息する昆虫類相を把握するために設定した。 

I4 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、常緑広葉
樹林に生息する昆虫類相を把握するために設定した。 

I5 常緑広葉樹林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、常緑広葉
樹林に生息する昆虫類相を把握するために設定した。 

I6 スギ･ヒノキ植林 
対象事業実施区域及びその周辺に分布する主な植生のうち、スギ･ヒノ
キ植林に生息する昆虫類相を把握するために設定した。 
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第4.2-17表 魚類相（目視観察調査、捕獲法）及び底生動物相（定性採集法）の 

調査地点の設定根拠 

地点 地点の設定根拠 

A1 
工事中の降雨に伴う水の濁りによる影響を受ける可能性のある河川に生息する魚類相・底生

動物相を把握するために設定した。 
A2 

A3 

A4 
工事中の降雨に伴う水の濁りによる影響を受ける可能性のあるため池に生息する魚類相・底

生動物相を把握するために設定した。 

A5 
工事中の降雨に伴う水の濁りによる影響を受ける可能性のあるため池に生息する魚類相・底

生動物相を把握するために設定した。A4地点の下流に位置する。 

A6 
工事中の降雨に伴う水の濁りによる影響を受ける可能性のあるため池に生息する魚類相・底

生動物相を把握するために設定した。 

A7 
工事中の降雨に伴う水の濁りによる影響を受ける可能性のあるため池に生息する魚類相・底

生動物相を把握するために設定した。A4～A6地点の下流に位置する。 
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第4.2-18表(1) 調査、予測及び評価の手法（植物） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

植
物 

重
要
な
種
及
び
重
要
な
群
落
（
海
域
に
生
育
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

１ 調査すべき情報 
(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況 
(2)重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境

の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に餅入り項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 
(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況 
【文献その他の資料調査】 

「長崎県植物誌」（中西弘樹、平成27年）等の資料による
情報の収集並びに当該情報の整理及び解析を行う。 
【現地調査】 

以下の方法により、現地調査を行う。 

①植物相：現地踏査による目視観察 

②植生：ブラウン－ブランケの植物社会学的植生調査法 

(2)重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境
の状況 

【文献その他の資料調査】 
「長崎県レッドデータブック2011 ながさきの希少な野生

動植物（普及版）」（長崎県レッドデータブック編集委員会、
長崎県環境部自然環境課、平成24年）等の資料による情報の
収集並びに当該情報の整理及び解析を行う。 
【現地調査】 

「(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の
状況」の現地調査等で確認された種及び群落から、重要な種
及び重要な群落の状況及び生育地の分布を整理する。 

一般的な手法とし
た。 

3 調査地域 
対象事業実施区域及びその周辺とする。 

植物に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

4 調査地点 
(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況 
【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域及びその周辺である佐世保市及び佐々町
の範囲とする。 
【現地調査】 

①植物相 

：「第4.2-4図 植物調査位置」に示す対象事

業実施区域及びその周辺の植物相調査ルート

を基本とする。 

②植生 

：「第4.2-4図 植物調査位置」に示す対象事

業実施区域及びその周辺の調査範囲（道路拡

幅の可能性がある箇所を除く）の植生を代表

する地点とする。 

(2)重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境
の状況 

【文献その他の資料調査】 
「(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の

状況」と同じとする。 
【現地調査】 

「(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の
状況」と同じとする。また、生育状況等に関するより多くの
情報収集が必要な場合、確認された重要な種及び重要な群落
の特性を考慮し、必要に応じて適切なルート又は地点を選定
する。 

植物の生育環境を
網羅するルート又
は地点とした。 
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第4.2-18表(2) 調査、予測及び評価の手法（植物） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

植
物 

重
要
な
種
及
び
重
要
な
群
落
（
海
域
に
生
育
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

5 調査期間等 

(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

①植物相 

：１年間とし、春季、夏季及び秋季の３回とす

る。 

②植生 

：秋季の１回とする。 

(2)重要な種及び重要な群落の分布、生育の状況及び生育環境

の状況 

【文献その他の資料調査】 

「(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の

状況」と同じとする。 

【現地調査】 

「(1)種子植物その他主な植物に関する植物相及び植生の

状況」と同じとする。また、生育状況等に関するより多くの

情報収集が必要な場合、確認された重要な種及び重要な群落

の特性を考慮し、必要に応じて適切な時期を選定する。 

植物の生態に応じ
た適切な時期及び
期間とした。 

6 予測の基本的な手法 

重要な種及び重要な群落が確認された場合には、分布及び生

育環境の改変の程度を把握した上で、類似する事例の引用又は

解析による予測を行う。 

一般的に植物の予
測で用いられる手
法とした。 

7 予測地域 

「3 調査地域」と同じとする。 

造成等の施工並び
に地形改変及び施
設の存在による影
響が想定される地
域とした。 

8 予測対象時期等 

造成等の施工による植物の生育環境への影響が最大となる

時期及び発電所の運転後に植物の生育環境が安定する時期と

する。 

造成等の施工並び
に地形改変及び施
設の存在による影
響を的確に把握で
きる時期とした。

9 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・重要な種及び重要な群落に係る環境影響が、実行可能な範

囲で回避又は低減されているかを検討し、環境の保全につ

いての配慮が適正になされているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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凡 例 1:40,000 

 

 

 

 

第4.2-4図 植物調査位置 
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第4.2-19表(1) 調査、予測及び評価の手法（生態系） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

生
態
系 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施 設 の 稼

働 

１ 調査すべき情報 

(1)動植物その他の自然環境に係る概況 

(2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息環境

若しくは生育環境の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

２ 調査の基本的な手法 

(1)動植物その他の自然環境に係る概況 

【文献その他の資料調査】 

動植物、地形、土壌に係る自然環境の概要について、文

献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の整理及

び解析を行う。 

【現地調査】 

「動物」及び「植物」の現地調査と同じとする。 

(2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息環境

若しくは生育環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

文献その他の資料による情報の収集並びに当該情報の整

理及び解析を行う。 

【現地調査】 

対象事業実施区域及びその周辺に成立する生態系が適切

に把握できるよう、以下のとおり上位性、典型性の注目種

等を選定し、生息、分布状況及び生息環境を調査する。調

査手法の内容は第4.2-20表のとおりである。 

なお、特殊性の注目種等については、対象事業実施区域

及びその周辺では、洞窟、湧水地など特殊な環境や、周辺

環境から独立しているような固有の環境は想定されないこ

とから調査は行わない。 

①上位性 

対象事業実施区域及びその周辺において、文献その他の資

料調査の結果及び事前調査の結果により、生態系の上位に位

置する猛禽類や中型哺乳類の中からテンを選定し、生息、分

布状況及び繁殖環境を調査する。 

a.生息分布調査 

b.餌種・餌量調査 

(a)餌種調査 

(b)餌量調査 

ｃ.繁殖環境調査 

②典型性 

対象事業実施区域及びその周辺において、文献その他の資

料調査の結果及び事前調査の結果により、地域の生態系の特

徴を典型的に表す種や群集の中からカラ類を選定し、生息、

分布状況及び生息環境を調査する。 

a.生息分布調査 

b.餌量調査 

(a)昆虫類等調査 

(b)落下種子調査 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺とする。 

生態系に係る環境
影響を受けるおそ
れのある地域とし
た。 

注：上位性注目種（テン）及び典型性注目種（カラ類）については、文献調査及び現地踏査を踏まえて選定しているが、

現地調査により得られた対象種の生息状況を踏まえ、必要に応じて注目種の見直しを行う。 
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第4.2-19表(2) 調査、予測及び評価の手法（生態系） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

生
態
系 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施 設 の 稼

働 

４ 調査地点 

(1)動植物その他の自然環境に係る概況 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域及びその周辺である佐世保市及び佐々

町の範囲とする。 

【現地調査】 

「動物」及び「植物」の現地調査と同じとする。 

(2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息環境

若しくは生育環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

「(1)動植物その他の自然環境に係る概況」と同じとす

る。 

【現地調査】 

対象事業実施区域及びその周辺を基本とし、注目種等の

生息状況や行動圏に応じた調査地点を適宜設定する。 

① 上位性 

a.生息状況調査 

：「第4.2-5図 生態系調査位置(上位性)」に

示す生息分布調査ルートを基本とする。 

b.餌種･餌量調査 

(a)餌種調査 

：「第4.2-5図 生態系調査位置(上位性)」に

示す餌種調査ルートを基本とする。 

(b)餌量調査 

：餌種調査の結果により主要な餌種を確認し、

それらの分布量を把握するために、適切な調

査地点を選定する。 

c.繁殖環境調査 

：「第4.2-5図 生態系調査位置（上位性）」

に示す調査範囲を基本とする。 

② 典型性 

a.生息分布調査 

：「第4.2-3図(3) 動物調査位置（鳥類相：一

般鳥類）」に示すポイントセンサス法調査地

点を基本とする。 

b.餌量調査 

：「第4.2-3図(3) 動物調査位置（鳥類相：一

般鳥類）」に示すポイントセンサス法調査地

点を基本とする。 

注目種等の生息・
生育環境を適切に
把握できるルート
又は地点とした。

５ 調査期間等 

(1)動植物その他の自然環境に係る概況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

「動物」及び「植物」の現地調査と同じとする。 

注目種等の生態に
応じた適切な時期
及び期間とした。
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第4.2-19表(3) 調査、予測及び評価の手法（生態系） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

生
態
系 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

 

施 設 の 稼

働 

(2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息環境

若しくは生育環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

注目種等の生息特性に応じ適切な時期を設定する。 

① 上位性 

a.生息状況調査 

：１年間とし、各季節の4回とする。 

b.餌種・餌量調査 

：１年間とし、各季節の4回とする。 

c.繁殖環境調査 

：1回とする。 

② 典型性 

a.生息分布調査 

：１年間とし、各季節の４回とする。 

b.餌量調査 

(a)昆虫類等調査 

：１年間とし、各季節の４回とする。 

(b)落下種子調査 

：秋～冬季の1回とし、期間中連続で調査を実

施する。 

注目種等の生態に
応じた適切な時期
及び期間とした。

６ 予測の基本的な手法 

注目種等の分布及び生息環境の改変の程度を把握した上で、

類似する事例の引用又は解析により、地域を特徴づける生態系

への影響の予測を行う。 

環境影響の量的又
は質的な変化の程
度を推定するため
の手法とした。 

７ 予測地域 

「３ 調査地域」と同じとする。 

造成等の施工、地
形改変及び施設の
存在並びに施設の
稼働による影響が
想定される地域と
した。 

８ 予測対象時期等 

造成等の施工による注目種等の生息環境への影響が最大と

なる時期及び発電所の運転が定常状態となる時期とする。 

造成等の施工、地
形改変及び施設の
存在並びに施設の
稼働による影響を
的確に把握できる
時期とした。 

９ 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・地域を特徴づける生態系に係る環境影響が、実行可能な範

囲で回避又は低減されているかを検討し、環境の保全につ

いての配慮が適正になされているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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第4.2-20表 生態系の調査手法 

調査項目 調査手法 調査内容 

上位性 

（テン） 

生息分布調査 調査ルートを踏査して調査地域内の糞を確認する。 

餌種調査 生息分布調査で確認した糞内容物を調査する。 

餌量調査 
餌種調査の結果により、季節別に出現頻度が高かった主要

な餌種を確認し、その分布量を把握するための適切な調査

地点、調査手法を選定し、現地調査を実施する。 

繁殖環境調査 

テンが巣穴を構えると報告されている樹林内の木の根元の

隙間、倒木と地面の間の隙間、樹洞等は、壮齢林に多く見

られ、倒木が少なく、木の根も小さい若・幼齢林には少な

いと考えられることから、本種の繁殖可能環境を、壮齢林

と捉え、調査地域における壮齢林の平面的な分布を把握す

る。 

典型性 

（カラ類） 

生息分布調査 
調査地点において、1回（2分間×5セット）のスポットセン

サス法調査を1日2回、3日間実施し、カラ類の生息個体数及

び飛翔高度を確認する。 

餌量調査 

昆虫類等調査

文献情報によりカラ類の主要な餌種とされている昆虫類、

クモ類等の節足動物の分布量を把握するために、各調査地

点においてビーティング、スウィーピング等により、昆虫

類等を採集する。 

落下種子調査

文献情報によりカラ類の主要な餌種とされている堅果類及

び球果類の分布量を把握するために、各調査地点にシード

トラップを設置し、落下種子を採集する。 

注：上位性注目種（テン）及び典型性注目種（カラ類）については、文献調査及び現地踏査を踏まえて選定しているが、

現地調査により得られた対象種の生息状況を踏まえ、必要に応じて注目種の見直しを行う。 
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凡 例 1:40,000 

 

 

 

 

第4.2-5図 生態系調査位置（上位性） 
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第4.2-21表(1) 調査、予測及び評価の手法（景観） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

景
観 

主
要
な
眺
望
点
及
び
景
観
資
源
並
び
に
主
要
な
眺
望
景
観 

地形改変及

び施設の存

在 

1 調査すべき情報 

(1)主要な眺望点 

(2)景観資源の状況 

(3)主要な眺望景観の状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 

(1)主要な眺望点 

【文献その他の資料調査】 

「させぼ景観100選」（佐世保市HP、令和2年）等の資料に

よる情報の収集並びに当該情報の整理及び解析を行う。 

(2)景観資源の状況 

【文献その他の資料調査】 

「日本の自然景観 九州版１」（環境庁、平成元年）等の

資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析を行

う。 

(3)主要な眺望景観の状況 

【文献その他の資料調査】 

「(1) 主要な眺望点」及び「(2) 景観資源の状況」の調査

結果から主要な眺望景観を抽出し、利用特性等について整

理及び解析を行う。 

【現地調査】 

主要な眺望景観について現地踏査を実施し、写真撮影及

び目視確認等による情報の収集並びに当該情報の整理及び

解析を行う。 

一般的な手法とし
た。 

３ 調査地域 

風力発電機を垂直視角１度以上で視認できる可能性のあ

る範囲として、風力発電機の設置検討範囲から約9kmの範囲

とする。 

景観に係る環境影
響を受けるおそれ
のある地域とし
た。 

4 調査地点 

(1)主要な眺望点 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域及びその周辺の眺望点18地点とする。 

(2景観資源の状況 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域及びその周辺の景観資源32地点とす

る。 

(3)主要な眺望景観の状況 

【現地調査】 

「第4.2-6図 景観調査位置」に示す主要な眺望点9地点

とする。主要な眺望点の設定根拠は第4.2-22表のとおりで

ある。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける主要な眺望
点、景観資源及び
主要な眺望景観と
した。 

5 調査期間等 

(1)主要な眺望点 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

(2)景観資源の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

(3)主要な眺望景観の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

眺望の状況を考慮した適切な時期とし、晴天日の１回と

する。 

主要な眺望点、景
観資源及び主要な
眺望景観の状況を
把握できる適切な
時期及び期間とし
た。 
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第4.2-21表(2) 調査、予測及び評価の手法（景観） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

景
観 

主
要
な
眺
望
点
及
び
景
観
資
源
並
び
に
主
要
な
眺
望
景
観 

地 形 改 変

及 び 施 設

の存在 

6 予測の基本的な手法 

(1)主要な眺望点及び景観資源の状況 

主要な眺望点及び景観資源の位置と対象事業実施区域を

重ね合わせることにより影響の有無を予測する。 

(2)主要な眺望景観の状況 

垂直視角、水平視野等を考慮したフォトモンタージュ法

による視覚的な表現手法により眺望景観の変化について予

測する。 

対象事業実施区域の周辺に建設されている風力発電所と

の累積的な影響については、風力発電機の配置を踏まえ個

別に必要性を検討し、施設の稼働による影響予測を行う。 

一般的に景観の予
測で用いられる手
法とした。 

7 予測地域 

「3 調査地域」と同じとする。 

地形改変及び施設
の存在による影響
が想定される地域
とした。 

8 予測地点 

「4 調査地点 (3)主要な眺望景観の状況」の現地調査と

同じとする。 

対象事業実施区域
及びその周辺にお
ける主要な眺望景
観とした。 

9 予測対象時期等 

風力発電施設等が完成した時期とする。 

地形改変及び施設
の存在による影響
を的確に把握でき
る時期とした。 

10 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景観に係る

環境影響が、実行可能な範囲で回避又は低減されている

かを検討し、環境の保全についての配慮が適正になされ

ているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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凡 例 1:125,000 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-22 表に対応する。 

 

出典：  

第4.2-6図 景観調査位置（主要な眺望点） 
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第4.2-22表 主要な眺望点の設定根拠 

図中 
番号 

方向 地点 地点の設定根拠 

1 南西 白岳自然公園 

白岳の山麓に位置し、国民休養地に指定されている。アス
レチック、広場、白岳湖浮橋、キャンプ場等が設置されて
いる。公園内から対象事業実施区域方向が視認可能なた
め、主要な眺望点として設定した。 

2 西 ポットホール公園 
佐々川にある公園。河川内に無数にあるポットホール群
が楽しめる親水公園。公園内から対象事業実施区域方向
が視認可能なため、主要な眺望点として設定した。 

3 東 長串山公園 

平戸及び北九十九島を一望できる公園。西海国立公園の
集団施設地区となる。つつじ祭りが開催される。公園内か
ら対象事業実施区域方向が視認可能なため、主要な眺望
点として設定した。 

4 南西 不老山総合公園 

松浦市にある公園。日本各地に残る「徐福伝説」の一舞台
であり、標高288ｍの山頂からは、360度の大パノラマが広
がる。公園内から対象事業実施区域方向が視認可能なた
め、主要な眺望点として設定した。 

5 北西 佐々町観光情報センター 

西九州自動車道の佐々インターチェンジ出入口横に位置
する観光案内所。佐々町が開設している。駐車場から対象
事業実施区域方向が視認可能なため、主要な眺望点とし
て設定した。 

6 北東 航路（津吉～相浦） 
平戸市前津吉と佐世保市相浦を結ぶ高速船の航路。航路
上から対象事業実施区域方向が視認可能なため、主要な
眺望点として設定した。 

7 東 
鹿町町船ノ村地区 
（船ノ村運動広場） 

対象事業実施区域の西側に位置する地区で、地区内から
対象事業実施区域方向が視認可能なため、日常生活の中
で利用される眺望点として設定した。 

8 西 
佐々町大茂免地区 
（大茂集会所） 

対象事業実施区域の東側に位置する地区で、地区内から
対象事業実施区域方向が視認可能なため、日常生活の中
で利用される眺望点として設定した。 

9 北東 
小佐々町岳ノ木場地区 

（岳ノ木場地区集会施設） 

対象事業実施区域の南西側に位置する地区で、地区内か
ら対象事業実施区域方向が視認可能なため、日常生活の
中で利用される眺望点として設定した。 

注：1．図中番号は、第4.2-6図に対応する。 

2．方向は、眺望点から対象事業実施区域を見た際の方角を示す。 
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第4.2-23表(1) 調査、予測及び評価の手法（人と自然との触れ合いの活動の場） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

工事用 

資材等 

の搬出入 

1 調査すべき情報 

(1)人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

(2)主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の

状況及び利用環境の状況 

(3)交通量に係る状況 

環境の現況として
把握すべき項目及
び予測に用いる項
目を選定した。 

2 調査の基本的な手法 

(1)人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

【文献その他の資料調査】 

「公園」（佐世保市HP、令和2年）等の資料による情報の

収集並びに当該情報の整理及び解析を行う。 

(2)主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の

状況及び利用環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

「(1)人と自然との触れ合いの活動の場の状況」の調査結

果から、主要な人と自然との触れ合いの活動の場を抽出し、

当該情報の整理及び解析を行う。 

【現地調査】 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場について現地踏

査、聞き取り調査等を実施し、写真撮影及び目視確認等によ

る情報の収集並びに当該情報の整理及び解析を行う。 

(3)交通量に係る状況 

【文献その他の資料調査】 

「道路交通センサス一般交通量調査」（国土交通省）によ

る道路交通量に係る情報の収集並びに当該情報の整理を行

う。 

【現地調査】 

調査地点の方向別、車種別交通量等を調査し、調査結果の

整理を行う。 

一般的な手法とし
た。 

3 調査地域 

対象事業実施区域及びその周辺とする。 

人と自然との触れ
合いの活動の場に
係る環境影響を受
けるおそれのある
地域とした。 

4 調査地点 

(1)人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

【文献その他の資料調査】 

対象事業実施区域及びその周辺の人と自然との触れ合い

の活動の場15地点とする。 

(2)主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の

状況及び利用環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

「第4.2-7図 主要な人と自然との触れ合いの活動の場

の調査位置」に示す主要な人と自然との触れ合いの活動の

場調査地点3地点とする。主要な人と自然との触れ合いの活

動の場の調査地点の設定根拠は第4.2-24表のとおりであ

る。 

【現地調査】 

文献その他の資料調査と同じとする。 

(3)交通量に係る状況 

【文献その他の資料調査】 

主要な輸送経路及びその周辺とする。 

【現地調査】 

「第4.2-7図 主要な人と自然との触れ合いの活動の場

の調査位置」に示す交通量調査地点2地点とする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
周辺における主要
な人と自然との触
れ合いの活動の場
とした。 
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第4.2-23表(2) 調査、予測及び評価の手法（人と自然との触れ合いの活動の場） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

工事用 

資材等 

の搬出入 

5 調査期間等 

(1)人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

(2)主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の

状況及び利用環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場の利用の状況を

考慮した適切な時期とする。 

(3)交通量に係る状況 

【文献その他の資料調査】 

入手可能な最新の資料とする。 

【現地調査】 

交通の状況を代表する平日及び土曜の昼間各１日とす

る。 

主要な人と自然と
の触れ合いの活動
の場及び交通量の
状況を把握できる
時期及び期間とし
た。 

6 予測の基本的な手法 

工事用資材等の搬出入に伴う主要な人と自然との触れ合

いの活動の場へのアクセスルートにおける交通量の変化を

予測し、利用特性への影響を予測する。 

一般的に人と自然
との触れ合いの活
動の場の予測で用
いられる手法とし
た。 

7 予測地域 

「3 調査地域」と同じとする。 

工事関係車両の走
行による影響が想
定される地域とし
た。 

8 予測地点 

「4 調査地点 (3)交通量に係る状況」の現地調査と同じ

とする。 

工事関係車両の主
要な走行ルートの
周辺における主要
な人と自然との触
れ合いの活動の場
とした。 

9 予測対象時期等 

工事関係車両の交通量が最大となる時期とする。 

工事関係車両の走
行による影響を的
確に把握できる時
期とした。 

10 評価の手法 

調査及び予測の結果を基に、以下により評価を行う。 

・主要な人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響

が、実行可能な範囲で回避又は低減されているかを検討

し、環境の保全についての配慮が適正になされているか

を検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」とした。 
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第4.2-24表 主要な人と自然との触れ合いの活動の場の調査地点の設定根拠 

図中 
番号 

地点 地点の設定根拠 

1 
佐世保市鹿町海洋スポーツ
基地 

佐世保市鹿町町にある海洋スポーツ施設で、西海国立公園内に位
置する。カヤック貸し出しが可能なほか、キャンプ場、海水浴場
等の施設がある。屋外活動等の利用により、不特定かつ多数の方
が利用している可能性があり、工事用資材等の搬出入に伴うアク
セスルートへの影響が想定されることから、主要な人と自然との
触れ合いの場として設定した。 

2 長串山公園 

佐世保市鹿町町にある公園で、西海国立公園内に位置する。つつ
じの観賞場所としてよく知られるほか、キャンプ場、ちびっ子広
場等の施設がある。屋外活動等の利用により、不特定かつ多数の
方が利用している可能性があり、工事用資材等の搬出入に伴うア
クセスルートへの影響が想定されることから、主要な人と自然と
の触れ合いの場として設定した。 

3 大悲観公園 

佐世保市小佐々町にある公園で、菖蒲園がよく知られるほか、樹
林を活かした散策・休憩施設をはじめ、遊戯施設や運動施設があ
る。屋外活動等の利用により、不特定かつ多数の方が利用してい
る可能性があり、工事用資材等の搬出入に伴うアクセスルートへ
の影響が想定されることから、主要な人と自然との触れ合いの場
として設定した。 

注：図中番号は、第4.2-7図に対応する。 
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凡 例 1:60,000 

 

 

 

注：図中の番号は、第 4.2-24 表に対応する。 

 

出典：  

第4.2-7図 主要な人と自然との触れ合いの活動の場の調査位置 
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第4.2-25表 調査、予測及び評価の手法（廃棄物等） 

項 目 
調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因の

区分 

廃
棄
物
等 

産
業
廃
棄
物 

造 成 等 の

施 工 に よ

る 一 時 的

な影響 

1 予測の基本的な手法 
工事に伴って一時的に発生する産業廃棄物の種類毎の発生

量、有効利用量及び最終処分量について、工事計画等に基づき
予測する。 

一 般 的 に 産 業
廃 棄 物 の 予 測
で 用 い ら れ る
手法とした。 

2 予測地域 
対象事業実施区域とする。 

造成等の施工によ
る一次的な影響が
想定される地域と
した。 

3 予測対象時期等 
工事の期間とする。 

造成等の施工によ
る一時的な影響を
的確に把握できる
時期とした。 

4 評価の手法 
予測の結果を基に、以下により評価を行う。 
・産業廃棄物の排出に伴う環境影響が、実行可能な範囲で回

避又は低減されているかを検討し、環境保全についての配
慮が適正になされているかを検討する。 

・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45年法律第
137号）及び「建設工事に係る資材の再資源化等に関する
法律」（平成12年法律第104号）を踏まえた上で、適切な
処理及び有効利用がなされているかを検討する。 

「環境影響の回
避、低減に係る評
価」及び「国又は
地方公共団体によ
る基準又は目標と
の整合性の検討」
とした。 
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第５章 方法書までの事業内容の具体化の過程における環境の保全の配慮に係る検討の経緯 

（１）配慮書段階で方法書以降の手続き等において検討することとした事項への対応方針 

配慮書の計画段階配慮事項として選定した環境要素について、今後の環境影響評価に

おける現地調査等を踏まえて環境保全措置を検討するとした事項を具体化していくに当

たり留意する事項（以下、「留意事項」という。）への対応方針は、第5-1表のとおりで

ある。 

 

第5-1表(1) 留意事項への対応方針 

環境要素 留意事項 
方法書以降の手続き等における 

対応方針 

騒音及び 
超低周波音 

・配慮が特に必要な施設等からの距離に留
意して風力発電機の配置及び機種を検
討する。 

・現地調査により、超低周波音を含めた音
環境を把握し、選定する風力発電機の機
種に応じたパワーレベルを設定した上
で予測を行うとともに、騒音及び超低周
波音の影響の程度を把握し、必要に応じ
て環境保全措置を検討する。 

・騒音等の現況を現地調査等で把握して、
風力発電機の選定状況に応じたパワーレ
ベルの設定等による予測計算を行うとと
もに、騒音等の影響の程度を把握して、
必要に応じて環境保全措置を検討する。

・環境保全措置の検討に当たっては、配慮
が特に必要な施設及び住宅ヘの離隔を考
慮し、風力発電機の配置及び機種を検討
する。 

風車の影 ・配慮が特に必要な施設等からの距離に留
意して風力発電機の配置及び機種を検
討する。 

・選定する風力発電機の機種に応じて風車
の影の予測を行うとともに、風車の影の
影響の程度を把握し、必要に応じて環境
保全措置を検討する。 

・風車の影の影響範囲及び時間を数値シミ
ュレーションにより予測し、必要に応じ
て環境保全措置を検討する。 

・環境保全措置の検討に当たっては、配慮
が特に必要な施設及び住宅ヘの離隔を考
慮し、風力発電機の配置及び機種を検討
する。 

動物 ・現地調査により、事業実施想定区域及び
その周辺における重要な種の生息状況
を把握する。 

・事業計画の検討を行うに際して、改変面
積の最小化や重要な種の生息状況に配
慮した風力発電機の配置及び機種を検
討する。 

・動物の生息状況を現地調査等により把握
して、重要な種及び注目すべき生息地へ
の影響の程度を適切に予測し、必要に応
じて環境保全措置を検討する。 

・環境保全措置の検討に当たっては、重要
な種への影響を回避、低減するため、風
力発電機の配置計画、土地改変及び樹木
伐採の最小化、濁水対策等を検討する。
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第5-1表(2) 留意事項への対応方針 

環境要素 留意事項 
方法書以降の手続き等における 

対応方針 

植物 ・現地調査により、事業実施想定区域及び

その周辺における重要な種の生育状況

を把握する。 

・事業計画の検討を行うに際して、改変面

積の最小化や重要な種の生育状況に配

慮した風力発電機の配置を検討する。 

・植物の生育状況を現地調査等により把握

して、重要な種及び重要な群落への影響

の程度を適切に予測し、必要に応じて環

境保全措置を検討する。 

・環境保全措置の検討に当たっては、重要

な種への影響を回避、低減するため、風

力発電機の配置計画、土地改変及び樹木

伐採の最小化、濁水対策等を検討する。

生態系 ・既存道路を活用し、土地の改変及び樹

木の伐採面積の最小化を図ることで、

直接改変による重要な自然環境のまと

まりの場への影響の低減を図る。 

・保安林は、今後の環境影響評価の結果

及び法令等を踏まえ、保安林機能への

影響を最小限化する観点から関係機関

と協議を行い、一時的な伐採であって

も、重大な環境影響が懸念される場合

は対象事業実施区域から外すなど、環

境影響の回避又は低減を図る。 

・佐世保市保全することが望ましい地域

については、今後の環境影響評価の結

果を踏まえ、適切な環境保全措置を検

討する。 

・現地調査により今後検討する生態系の

注目種等の生息・生育状況を把握し、

適切な環境保全措置を検討する。現地

調査の実施に当たっては、注目種等の

生態的特性を踏まえた調査時期等を検

討する。 

・環境影響評価項目として、上位性の注目

種及び典型性の注目種を選定し、現地調

査等により生息状況を把握して、生態系

への影響の程度を適切に予測し、必要に

応じて環境保全措置を検討する。 

・環境保全措置の検討に当たっては、生態

系への影響を回避、低減するため、既存

道路を活用することで土地改変及び樹木

の伐採面積の最小化を図った上で、風力

発電機の配置計画等を検討する。 

・保安林は、今後の環境影響評価の結果及

び法令等を踏まえ、保安林の機能維持の

観点から関係機関と協議を行いながら、

重大な環境影響が懸念される地域を改変

区域から外すなど、環境影響の回避又は

低減を図る。 

・佐世保市保全することが望ましい地域に

ついては、今後の環境影響評価の結果を

踏まえ、関係機関と協議を行いながら、

重大な環境影響が懸念される地域を改変

区域から外すなど、環境影響の回避又は

低減を図る。 

景観 ・主要な眺望点の主眺望方向や主眺望対

象、眺望点の利用状況を踏まえて、風

力発電機の配置を検討する。 

・主要な眺望点から撮影した発電所完成

予想図を合成する方法（フォトモンタ

ージュ法）によって、主要な眺望景観

への影響について予測評価し、必要に

応じて風力発電機の配置の再検討等の

環境保全措置を検討する。 

・風力発電機の塗装色を環境融和塗色で

検討する。 

・対象事業実施区域の周辺の眺望点から、

眺望方向、眺望対象、利用状況等を踏まえ

て、主要な眺望点を抽出した上で、フォト

モンタージュ法によって、主要な眺望景

観への影響の程度を適切に予測し、必要

に応じて環境保全措置を検討する。 

・環境保全措置の検討に当たっては、主要

な眺望景観の状況を把握した上で、土地

改変の最小化、風力発電機の配置計画等

を検討する。 

・風力発電機の塗装色については、今後の

機種選定において検討を行う。 
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（２）配慮書提出後の事業計画の検討の経緯 

① 配慮書及び方法書における事業計画（概要）の比較 

配慮書及び方法書における事業計画（概要）の比較は、第5-2表のとおりである。 

 

第5-2表 配慮書及び方法書における事業計画（概要）の比較 

項目 配慮書 方法書 

発電機の 

出力 

・総出力：34,500kW（最大） 

・定格出力3,000～4,000kW×8～11基程度 

・総出力：33,600kW 

・定格出力3,000～4,000kW×8～11基程度 

区域の概要 

・事業実施想定区域 

 長崎県佐世保市及び北松浦郡佐々町にまたが

る行政界付近 

・事業実施想定区域の面積：約166ha 

・対象事業実施区域 

 長崎県佐世保市及び北松浦郡佐々町 

 

・対象事業実施区域の面積：約311ha 

風力発電機

の配置 
・検討中 ・検討中 

風力発電機

の基礎構造 
・今後の地質調査等の結果を基に検討 ・今後の地質調査等の結果を基に検討 

変電設備 

及び送電線 
・検討中 ・検討中 

 

② 対象事業実施区域の設定及び設備の配置等に関する検討の経緯 

イ．風力発電所出力の変更 

配慮書段階では、事業計画の熟度が低く、接続可能な連系容量を基本に定格出力3,000

～4,000kW級の風力発電機を8～11基程度設置し、最大総出力34,500kWと想定していた。

配慮書提出後、各風力発電機の配置・離隔距離等について詳細検討し、発電機機種の変

更等について九州電力送配電株式会社との協議を行い、最大総出力を33,600kWとした。 

今後、現地調査を実施し、予測・評価を詳細に行う中で、環境への影響を適切に把握

し、計画に反映していく。 

ロ．対象事業実施区域の設定 

事業実施想定区域（配慮書段階）と対象事業実施区域（方法書段階）の比較は、第5-

1図のとおりである。 

対象事業実施区域の設定に当たっては、必要な条件を次のとおり抽出し、配慮書段階

の事業実施想定区域から対象事業実施区域の絞り込みを行った。 

・配慮書段階では、風況及び既存道路等の条件並びに法令等の制約を受ける場所及び

環境保全上留意が必要な施設等の確認を行って、事業実施想定区域及び風力発電機

設置検討範囲を設定した。 

・方法書段階において風力発電機の配置は決まっていないが、風力発電機の敷地は、

大規模な切土・盛土が発生する傾斜地を避け、台地上の平坦な場所を中心に設定す

ることとし、風力発電機の設置検討範囲とした。風力発電機の設置検討範囲及びそ

の周辺において、風力発電機の敷地（工事用ヤードを兼ねる）を想定し、敷地の設

置の可能性がある場所を対象事業実施区域に含めた。 

・大型機器の輸送経路において、局所的に拡幅や樹木の伐採等を行う可能性がある範

囲を対象事業実施区域に含めた。 
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・上記の範囲を設定し、これらの範囲の間にある小規模な面積の空間地を対象事業実

施区域に含めた。 

ハ．設備の配置等に関する検討 

現時点では、風力発電機の配置及びこれに付随する工事用・管理用道路の計画が決ま

っていないが、今後、次の事項を踏まえて風力発電機の配置計画を具体化する予定であ

る。 

・風力発電機の配置については、好風況が想定されることに加え、大規模な切土・盛

土の発生がなく、施工性に優れる台地上に風力発電機設置検討範囲として設定した。

この範囲に風力発電機を配置する。 

・既設風力発電機及びその附帯設備並びに既存道路を可能な限り有効活用できる配置

とする。 

・風力発電機稼働時における騒音による生活環境への影響を極力回避する配置とする。 

・風力発電機間の間隔は、風況解析の結果に基づき、ウェイク（風車後流）に伴う乱

流による影響を可能な限り回避した配置とする。 

・「森林法」（昭和26年法律第249号）に基づく保安林に風力発電機は配置しない。 

・世界文化遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産への景観に

関する影響を避ける配置とする。 
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凡 例 1:50,000 

 

 

 

 

第5-1図(1) 配慮書段階における事業実施想定区域 
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凡 例 1:50,000 

 

 

 

 

第5-1図(2) 方法書段階における対象事業実施区域 
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(3) 環境保全の配慮について 

環境保全措置の具体的な検討は、基本的には今後の設計、現地調査並びに予測及び評価

を踏まえて行うこととする。配慮書に対する経済産業大臣及び長崎県知事の意見等を踏ま

え、今後、環境保全の配慮に留意する事項は次のとおりである。 

・風力発電設備等の配置等の検討においては、既設の風力発電設備等の撤去跡地、既

存の道路等を可能な限り活用し、本事業による環境影響の程度を低減させる。 

・施設の稼働時における騒音及び風車の影については、学校、病院、福祉施設等の特

に配慮が必要な施設及び住宅に関する影響を的確に把握できる調査、予測及び評価

を行った上で、風力発電機の配置等を検討する。 

・風力発電設備の設置の検討に当たっては、専門家等から渡り鳥等の情報を収集し、

渡り鳥の移動経路、高度及び渡りの時期並びに哺乳類（コウモリ類）の生息状況を

現地調査で把握した上で、風力発電設備の配置を検討することにより、希少な鳥類・

哺乳類への影響を回避又は極力低減する。 

・対象事業実施区域及びその周辺に分布の情報があるチガヤ－ススキ群落は、希少な

植物が生育している可能性があるため、十分な調査によりその状況を把握し、その

結果を踏まえて風力発電設備の配置を検討することにより、希少な植物への影響を

回避又は極力低減する。 

・対象事業実施区域及びその周辺において、佐世保市が抽出している「保全すること

が望ましい地域」について、本事業による環境影響を回避又は極力低減する。 

・対象事業実施区域の一部に分布する保安林について、今後の詳細設計において、可

能な限り改変を避けるよう検討を行う。 
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第６章 環境影響評価方法書に関する業務を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地 

 

環境影響評価方法書に関する業務の一部は、以下に示す者に委託した。 

 

事 業 者 の 名 称：西日本技術開発株式会社 

代 表 者 の 氏 名：代表取締役社長 中村 明 

主たる事務所の所在地：福岡県福岡市中央区渡辺通一丁目1番1号 
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